
　
【表紙】

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成20年６月25日

【事業年度】 第57期(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

【会社名】 日本インター株式会社

【英訳名】 Nihon Inter Electronics Corporation

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　石　井　政　夫

【本店の所在の場所】 神奈川県秦野市曽屋1204番地

【電話番号】 0463(84)8015

【事務連絡者氏名】 経理部長　　　井　上　文　雄

【最寄りの連絡場所】 神奈川県秦野市曽屋1204番地

【電話番号】 0463(84)8015

【事務連絡者氏名】 経理部長　　　井　上　文　雄

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　

EDINET提出書類

日本インター株式会社(E01934)

有価証券報告書

  1/107



第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 30,715 32,852 33,183 36,712 38,496

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) 2,586 2,367 1,935 1,297 △ 798

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) 1,194 1,291 1,130 834 △ 1,529

純資産額 (百万円) 9,588 10,676 11,883 12,019 9,879

総資産額 (百万円) 28,029 31,994 32,030 39,193 37,247

１株当たり純資産額 (円) 306.15 340.82 378.89 388.56 319.16

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) 36.91 40.13 35.08 27.40 △ 49.41

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 36.61 39.78 34.88 27.33 ─

自己資本比率 (％) 34.2 33.4 37.1 30.7 26.5

自己資本利益率 (％) 13.3 12.7 10.0 7.0 ─

株価収益率 (倍) 22.49 21.08 28.39 24.67 ─

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,754 2,409 2,978 △ 1,210 △ 319

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 851 △ 2,300 △ 1,577 △ 3,144 △ 3,423

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 2,260 365 △ 1,100 3,628 3,471

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 2,303 2,735 3,089 2,317 2,051

従業員数 (名) 954 942 882 927 911

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益には、第57期については潜在株式は存在しますが１株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。

３　従業員数は、就業人員数を表示しております。

４　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会

計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号)を適用しております。

５　自己資本利益率及び株価収益率については、第57期は当期純損失であるため記載しておりません。

６　金額については、従来、千円単位で記載しておりましたが、当連結会計年度より百万円単位で記載することに変

更いたしました。なお、比較を容易にするため、第53期・第54期・第55期及び第56期についても百万円単位に

組替え表示しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 29,291 31,624 31,564 35,201 37,275

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) 2,564 2,563 1,922 1,153 △ 743

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) 1,242 1,503 1,158 698 △ 1,734

資本金 (百万円) 3,998 4,005 4,025 4,039 4,041

発行済株式総数 (株) 31,229,55031,287,55031,447,55031,557,55031,577,550

純資産額 (百万円) 10,297 11,567 12,735 12,771 10,379

総資産額 (百万円) 27,721 31,309 30,816 38,328 36,744

１株当たり純資産額 (円) 328.88 369.38 406.13 412.85 335.31

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)
5.50
(2.50)

6.00
(3.00)

8.00
(3.00)

8.00
(4.00)

6.00
(4.00)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) 38.47 46.93 35.99 22.93 △ 56.03

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 38.16 46.53 35.78 22.87 ─

自己資本比率 (％) 37.1 37.0 41.3 33.3 28.2

自己資本利益率 (％) 12.9 13.8 9.5 5.5 ─

株価収益率 (倍) 21.58 18.03 27.67 29.48 ─

配当性向 (％) 14.3 12.8 22.2 34.9 ─

従業員数 (名) 315 319 322 334 347

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益には、第57期については潜在株式は存在しますが１株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。

３　従業員数は、就業人員数を表示しております。

４　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会

計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号)を適用しております。

５　自己資本利益率・株価収益率及び配当性向については、第57期は当期純損失であるため記載しておりません。

６　金額については、従来、千円単位で記載しておりましたが、当事業年度より百万円単位で記載することに変更い

たしました。なお、比較を容易にするため、第53期・第54期・第55期及び第56期についても百万円単位に組替

え表示しております。
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２ 【沿革】

昭和32年７月 株式会社京三製作所と(米国)インターナショナル・レクティファイア・コーポ
レーションの資本ならびに技術提携の件、外資法認第828号をもって認可さる。

昭和32年８月 資本金25,000千円をもって新会社日本インターナショナル整流器株式会社を設立。

本社を東京都中央区銀座西１―１におく。
昭和33年５月 神奈川県秦野市曽屋1204番地に工場を新設。

本社を上記秦野市に移転。東京営業所開設。
昭和34年11月 大阪営業所開設。
昭和35年４月 本社社屋完成。
昭和35年11月 名古屋営業所開設。
昭和36年11月 福岡営業所開設。
昭和37年４月 第二工場完成。
昭和40年１月 工場事務棟完成。
昭和42年12月 パーツ部門新設。
昭和44年２月 クリーンルーム新工場(第三工場)完成。
昭和44年10月 株式額面変更のため日本インターナショナル整流器株式会社(本店東京都新宿区)

に合併。
なお、形式上の存続会社の設立年月日は昭和20年５月23日であります。

昭和45年５月 東京証券取引所市場第二部に上場。
昭和46年８月 廃水処理場完成。
昭和47年２月 技術研究所完成。
昭和47年７月 北関東営業所開設。
昭和49年２月 洲際電子股?有限公司(現・連結子会社)を台湾省高雄市に設立。
昭和49年10月 機器工場を神奈川県秦野市三屋４―１に完成。
昭和55年10月 八王子営業所開設。
昭和56年10月 厚生棟完成。
昭和57年12月 神奈川営業所開設。
昭和59年10月 静岡営業所開設。
昭和60年１月 機器工場増設。
昭和61年８月 東京営業所(新宿)を五反田TOCビルに移転。
昭和62年５月 北陸営業所開設。
昭和62年８月 第８号棟を増築し、本社事務所とする。
昭和62年８月 洲際電子股?有限公司第二工場完成。
昭和63年４月 インターユニット株式会社(現・連結子会社)を神奈川県秦野市曽屋550番地に設

立。
昭和63年８月 商号を日本インター株式会社に変更する。
昭和63年11月 岡山営業所開設。
平成２年４月 長野営業所開設。
平成３年８月 戸川工場を神奈川県秦野市戸川307―１に完成。
平成５年５月 商品センターを神奈川県秦野市今泉897―１に完成。
平成５年７月 前工程(クリーンルーム)新工場竣工(平成６年４月稼働開始)。
平成８年２月 洲際電子股?有限公司第三工場完成。
平成８年３月 東京支社(五反田)を新宿第２明宝ビルに移転。
平成９年10月 フィリピンインターエレクトロニクス社(現・連結子会社)をフィリピン共和国

スービック・テクノパークに設立。
平成10年８月 フィリピンインターエレクトロニクス社竣工。
平成12年３月 八王子営業所の一部と神奈川営業所を東京支社へ統合。
平成13年６月 インターエレクトロニクスシンガポール社(現・連結子会社)をシンガポールに設

立。
平成13年８月 岡山営業所を大阪支店に統合。
平成13年10月 長野営業所を北関東営業所に統合。
平成14年４月 香港英達電子有限公司(現・連結子会社)を香港に設立。
平成14年11月 大阪支店を移転、大阪商品センターを新設。
平成14年12月 北関東営業所を東京支社へ統合。
平成16年６月 茨城県つくば市和台につくば事業所を新設。
平成16年９月 東京証券取引所市場第一部に指定替。
平成17年４月 八王子営業所、静岡営業所を東京支社、北陸営業所を名古屋支店に統合。
平成17年８月 日英電子(上海)有限公司(現・連結子会社)を中国上海市に設立。
平成17年９月 韓国に駐在事務所を設立。
平成19年11月 アウトソーシングにより、東京商品センターを閉鎖。

平成19年12月 洲際電子股?有限公司 台北事務所を新設。
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３ 【事業の内容】

当社の企業集団は、当社、連結子会社６社(国内１社、海外５社)、及びその他の関係会社１社で構成され、

パワー半導体の製造販売を柱に事業活動を展開しております。

 取扱い製品及び商品とそれに係る当社、連結子会社及びその他の関係会社の位置付けは次のとおりであり

ます。

　

区分 主要製品・商品名 会社名

製品

半導体素子製品

ショットキー・バリア・ダイオード
(SBD)、
ファースト・リカバリー・エピタキシャ
ル・ダイオード(FRED)、
小電力用一般整流ダイオード

当社(製造・販売)
IEC (製造・販売)
PIEC(製造)
IES (販売)
HIEC(販売)
NISH(製造・販売)

中・大電力用一般整流ダイオード、
サイリスタ、他

当社(製造・販売)

半導体応用製品
パワーモジュール、
スタック

当社(製造・販売)
インターユニット株式会社(製造・販売)
NISH(製造・販売)

商品
半導体、電子部品、液晶・表示装置、
電源・電池、他

当社(販売)
株式会社京三製作所(仕入)

上記の各製・商品群の市場は互いに類似、重複しているところから当グループはそれぞれを単位として

分離独立させた事業活動はおこなっておりません。よって、事業の種類別セグメント情報は単一としており

ます。

事業の系統図は次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

(1) 連結子会社の状況

　

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(又は被所有)割
合(％)

関係内容

役員の兼任

資金援助
営業上の
取引

設備の
賃貸借

その他当社
役員

当社
社員

洲際電子股?有
限公司(注)1,2

台湾
高雄市

680
(NT$

117百万)

半導体素子製
品の製造及び
販売

100.0 ― ─ ４
当社より設
備及び運転
資金の貸付

当社は原材
料を有償で
支給し、製
品を購入

なし ―

インターユニッ
ト株式会社(注)2

神奈川県
秦野市

50
半導体応用製
品の製造及び
販売

100.0 ― ― ３ なし

当社は原材
料を有償で
支給し、製
品を購入

なし ―

フィリピンイン
ターエレクトロ
ニクス社(注)1,2

フィリピン
スービック
テクノパー
ク

659
(PHP

260百万)

半導体素子製
品の製造及び
販売

100.0 ― ― ３
当社より設
備及び運転
資金の貸付

当社は原材
料を有償で
支給し、製
品を購入

当社よ
り製造
設備を
貸与

―

インターエレク
トロニクスシン
ガポール社(注)2

シンガポー
ル

11
(US$100千)

半導体素子、
半導体応用製
品及び商品の
販売

100.0 ― ─ ４ なし
当社は製品
を有償で支
給

なし ―

香港英達電子有
限公司　　(注)2

中華人民共
和国
香港

1
(香港ドル

100千)

半導体素子、
半導体応用製
品及び商品の
販売

100.0 ― ─ ３ なし
当社は製品
を有償で支
給

なし ―

日英電子(上海)
有限公司(注)2

中華人民共
和国
上海

67
(US$600千)

半導体素子、
半導体応用製
品の製造及び
販売

100.0 ― ― ４ なし

当社は製品
を有償で支
給し、部品
を購入

なし ―

(注) １　特定子会社であります。

２　上記各社は、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く。)の連結売上高に占める割合がそれぞれ100分の10以

下であるため主要な損益情報等の記載を省略しております。

３　有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

　

(2) その他の関係会社の状況

　

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業
の内容

議決権の
所有(又は被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

株式会社京三製作所(注)1
神奈川県横浜市
鶴見区

(百万円)
6,270

鉄道信号保安
装置の製造修
理及び販売

0.5 20.4
役員の兼務等　　兼任４人
当社の製品、商品の販売ならびに
商品の購入

(注) １　有価証券報告書の提出会社であります。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年３月31日現在

会社名 従業員数(名)

日本インター株式会社 347

インターユニット株式会社 21

洲際電子股?有限公司 326

フィリピンインターエレクトロニクス社 190

インターエレクトロニクスシンガポール社 6

香港英達電子有限公司 7

日英電子(上海)有限公司 14

合計 911

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　当社の企業集団は、事業の種類ごとの経営組織体系を有しておらず、同一の従業員が複数の事業の種類に従事

しております。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

347 41.1 18.1 6,303,169

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

当社グループには昭和46年12月結成された日本インター労働組合が存在し、組合員数234人で、会社と

は正常かつ円満な労使関係を維持しております。

　

EDINET提出書類

日本インター株式会社(E01934)

有価証券報告書

  7/107



第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、前半は電子部品・デバイスなどIT関連の在庫調整が進み、緩や

かながらも上昇基調を維持しました。好調な企業収益を背景に設備投資も堅調で、雇用情勢の改善から個

人消費も概ね底堅く推移しました。後半は原油高やサブプライムローン問題による米国経済の後退から、

企業部門の減速感が鮮明となり、急激な円高や株安、原材料高の進行などから、景気の先行きに不透明感

が広がっております。

　当社が属する電機電子業界では、薄型テレビやノートパソコン、携帯電話など主要なアプリケーション

において好調な需要から在庫調整が進み、緩やかながらも回復傾向を辿りました。しかしながら後半では

米国経済の減速感が広がるなか需要の伸びが鈍り、オリンピック商戦も盛り上がらず、半導体・電子部品

市況が本格的に回復するまでには至りませんでした。

　このような状況の中、当社グループの当期売上高は384億96百万円(前期比4.9%増)で過去最高となりま

した。しかしながら、製品につきましては、205億78百万円(前期比3.8%減)で、このうち民生向けを中心と

する半導体素子製品は、141億20百万円(前期比5.8%減)となりました。主力とする高周波用整流素子

SBD(ショットキー・バリア・ダイオード)と超高速整流素子のFRED(ファースト・リカバリー・エピタキ

シャル・ダイオード)はともに、注力する液晶テレビ向けで伸びを示しましたが、８インチウエハを使っ

た新製品受注は計画したほど取り込めませんでした。加えて薄型パネルディスプレイのオリンピック需

要も想定したほどは立ち上がらず前期を下回りました。小電力用整流ダイオードでは、主力の車載向けが

減少しましたが、ハイブリッド車需要の拡大からSBD/ FREDの車載向けがこの減少を吸収する前期比二桁

の伸びを示しました。また太陽光発電の需要拡大とともに今後大きな伸びが期待できるソーラーパネル

向けで、従来パッケージから新構造・薄型パッケージへの置き換えが進みました。

　産業向けの半導体応用製品は、64億57百万円(前期比0.8%増)となり概ね堅調に推移しました。主力とす

る汎用インバータや工作機向けでパワーモジュールが伸びたことに加え、携帯基地局向けの通信ユニッ

トやエアコン向けが好調でした。しかし自動車生産ラインに使われる溶接機や鉄道・交通信号向けでは

減少となりました。

　商品につきましては、前期に引き続き映像・音響やアミューズメント・ゲーム機向けを中心に、収益性

の良い開発商品と液晶が大きく伸び、フォトカプラやオプティカル・センサーなどオプトデバイスも堅

調で、過去最高の179億18百万円(前期比17.0%増)となりました。

　損益面におきましては、売上拡大とコスト削減に努めましたが、製品売上の伸び悩みから設備投資に伴

う償却負担増を吸収することができず、加えて製品価格の下落と原材料費の高止まりから、営業利益は3

億47百万円(前期比81.2%減)となりました。当期におきましては、今後の収益性向上と財務体質の改善を

はかるため、価格競争力の低下及び陳腐化した製品、環境対応から今後販売が見込めない有鉛品、市場ク

レームが懸念される製品などについてたな卸資産廃棄損を計上いたしました。加えて急激な円高による

為替差損や投資有価証券評価損などを計上したことにより、経常損失は7億98百万円(前期比161.5％減)、

当期純損失は15億29百万円(前期比283.1％減)となりました。

　

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

①日本
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国内ではパワー半導体需要の拡大に加え、商品は前期に引き続きアミューズメント向けの引き合い

が活発で、売上高は過去最高の317億78百万円(前期比4.2％増)となりました。しかしながら営業利益

は、多角的なコスト削減に努めたものの価格下落と設備投資による償却負担増を製品販売数量の増加

で吸収できず、また原材料費の高騰も加わり16億４百万円(前期比46.9％減)となりました。

②アジア

アジアでは好調な中国経済のもとで産業機器市場向けの売上が増加し、また香港における連結子会

社の売上も順調に推移したことで、売上高は67億17百万円(前期比7.8％増)となりました。しかしなが

ら営業利益は台湾・フィリピンにおける連結子会社の売上高減少に伴う粗利益率の低下により0百万

円(前期比99.0％減)となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ2億66百万円減少し、20億51

百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

　営業活動によるキャッシュ・フローは、利益の減少に加えて仕入債務の増加等もあり3億19百万円の減

少(前年同期12億10百万円の減少)となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、つくば事業所の研究設備投資の増加等により、34億23百万円の

減少(前年同期31億44百万円の減少)となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、社債発行による資金調達等により、34億71百万円の増加(前年同

期36億28百万円の増加)となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績を製品群別に示すと、次のとおりであります。

　

区分 生産高(百万円) 前年比(％)

半導体素子製品 13,258 △ 20.4

半導体応用製品 6,512 3.4

合計 19,771 △ 13.8

(注) １　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 商品仕入実績

当連結会計年度における商品仕入実績を示すと、次のとおりであります。

　

区分 仕入高(百万円) 前年比(％)

オプト 8,584 38.8

IC 2,514 △ 3.5

ユニット 2,111 55.0

発振子 1,454 11.1

タッチパネル 204 △ 6.3

サーマルヘッド 44 △ 37.1

その他 1,814 △ 16.0

合計 16,728 20.2

(注) １　金額は、仕入価額によっております。

２　上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 受注実績

当連結会計年度における受注実績を製品群別に示すと、次のとおりであります。

　

区分 受注高(百万円) 前年比(％) 受注残高(百万円) 前年比(％)

半導体素子製品 14,136 △ 4.8 1,129 1.4

半導体応用製品 6,631 △ 0.6 1,135 18.0

製品計 20,767 △ 3.5 2,265 9.1

商品計 18,267 16.8 2,735 14.6

合計 39,034 5.0 5,000 12.0

(注) １　上記の金額はセグメント間取引の相殺消去後の数値であります。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(4) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を製品群別に示すと、次のとおりであります。

　

区分 販売高(百万円) 前年比(％)

半導体素子製品 14,120 △ 5.8

半導体応用製品 6,457 0.8

製品計 20,578 △ 3.8

商品計 17,918 17.0

合計 38,496 4.9

(注) １　上記の金額はセグメント間取引の相殺消去後の数値であります。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

３ 【対処すべき課題】

電機電子業界におきましては、2011年に向けてのデジタル放送への移行、環境規制強化によるハイブリッ

ド車の普及や太陽光発電・風力発電などの省エネ化を背景に、半導体・電子部品の需要はさらに拡大して

いくものと予測されます。中長期に渡り市場の成長が続く中、グローバルでの企業間競争は一段と激しさを

増していくものと見られます。

　当社は、業界に先駆けて導入した8インチウエハなど、これまで増強してきた生産能力を最大限活用するこ

とでコスト優位性を築き、売上拡大をはかりながら投資をいち早く回収し、次の投資へ振り向けていくこと

が重要であると考えております。また、これまで蓄積された技術やノウハウ・経験を活かし、既存製品の周

辺領域を基本に製品開発を進めるとともに、外部資源を活用しながら将来の収益を担うデバイスを開発し

てまいります。特に3ヵ年計画では、今後大きな成長が期待できるハイブリッド車や太陽光発電、燃料電池向

けなどの製品開発に資源を集中してまいります。

　民生デバイス・産業オートモーティブ・商品ソリューションの各事業部がそれぞれの価値を高めつつ、事

業部間でのシナジーが発揮できる仕組みと、より迅速な業務執行ができる管理体制を築き、当社グループ全

体としての価値向上をはかってまいります。

　財務面におきましては、利益規模の拡大とともに、需給調整機能の強化とリードタイムの短縮により棚卸

資産の圧縮を進め、フリー・キャッシュ・フローの増大をはかってまいります。また有利子負債の削減と併

せ、事業環境を見極めつつ資金調達には柔軟に対応し、財務体質の強化に努めてまいります。
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　株式会社の支配に関する基本方針

　　１　基本方針の内容

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務及び事業の内容や当社の企

業価値の源泉を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を継続的かつ持続

的に確保、向上していくことを可能とする者である必要があると考えております。 

　当社は、創業以来50年以上にわたって、高効率な電力変換・制御を可能にする、パワー半導体の開発

・製造・販売を柱に事業を展開してまいりました。省エネや環境保全の面から、社会に貢献していく

製品を開発し市場へ供給することで、企業としての価値を高めていくことに取り組んでまいりまし

た。これらの取組みが当社の株式の大規模買付けを行う者により中長期的に確保され、向上させられ

るのでなければ、当社の企業価値・株主共同の利益は著しく毀損されることになります。また、外部

者である買収者が大規模買付けを行う場合に、株主の皆様が最善の選択を行うためには、買収者の属

性、大規模買付けの目的、買収者の当社の事業や経営についての意向、従業員およびその他のステー

クホルダーに対する対応方針等の買収者の情報を把握した上で、当該買付けが当社の企業価値や株

主共同の利益に及ぼす影響を判断する必要があり、かかる情報が明らかにされないまま大規模買付

けが強行される場合には、当社の企業価値・株主共同の利益が毀損される可能性があります。 

　当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大規模買付けを行う者は、当社の

財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大規模買付けに

対しては、必要かつ相当な対抗措置を採ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確

保する必要があると考え、当社の企業価値・株主共同の利益に反する大規模買付けを抑止するため

の枠組みが必要不可欠であると判断いたしました。 

 

   ２　当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する

　　 　特別な取組み

　　　(1)基本方針の実現に資する特別な取組み

　　　　①企業価値向上への取組み

当社は、企業価値向上への取組みとして平成19年４月をスタートとする３ヵ年の中期経営計画を

策定し、そのもとで事業を展開しております。同計画では、「成長市場へのフォーカス」を強化する

こととしており、世界的な潮流であるデジタル化への移行と自動車電装化の加速、環境問題への対応

を重視し、フォーカスする市場を①IT及びデジタル家電、②自動車電装品および関連機器、③産業機

器及びクリーンエネルギーの三つに絞り込んでおります。これら三つの市場において、「ブランド力

を強化し、グローバル時代を勝ち抜く」をスローガンに民生デバイス、産業オートモーティブ、商品

ソリューションの３事業部体制のもと事業を運営しております。同計画では、①８インチウエハの量

産効果を活かしたSBD/FREDのシェア拡大、②ハイブリット車をはじめとする車載向けパワーモ

ジュール製品の開発と売上拡大、③３事業部のシナジーを活かした新製品開発、④新規市場に焦点を

当てたソリューションビジネスの推進、⑤新基幹情報システム導入等によるグローバルサプライ

チェーンの再構築と人材育成、⑥品質マネジメントシステム(ISO/TS16949)等による経営品質の向上

を基本方針に定め、これを着実に実行し、品質・納期・価格においてお客様から高い満足をいただく

ことで、世界で通用するブランドの構築に力を注いでおります。なお、平成20年中には、環境対応や省

エネ化を背景に自動車、産業機器市場で需要の拡大が見込まれるパワーモジュールの開発・生産体

制強化のため、秦野事業所内の新工場建設に着手する予定をしております。

 

　　　　②コーポレート・ガバナンスの強化
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当社では、取締役会による経営方針の決定と監督のもとでの業務執行については、平成13年６月よ

り執行役員制度を導入しております。各事業部ないし業務部門の長に執行役員を任命し、その業務執

行責任を明確にしております。事業区分に関しては、半導体製品の民生市場は、つくば事業所を本拠

にする民生デバイス事業部、産業市場は、秦野事業所を本拠にする産業オートモーティブ事業部と

し、更に商品事業は商品ソリューション事業部として、分掌を明確にしております。また、製品事業を

担当する２つの事業部に、受発注、生産、原価・損益に関する管理機能の強化を図るための事業管理

室を設置するなどにより、社長の監督のもとで執行役員による迅速な判断と業務執行ができる体制

を敷いております。さらに、平成20年６月開催の第57回定時株主総会において、取締役の任期を従来

の２年から１年に短縮することを決議いたしました。これは、当社の経営を誰に委ねるかを株主の皆

様に毎年決定していただくとともに、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主の皆様が出席し、その議決権の過半数を有する株主の皆様が当社の現行の経営陣に反

対された場合には、これを交代させることを可能とするためのものであります。また、社外取締役３

名により、経営監視機能を強化し、経営の透明性を高めております。

 

      (2)基本方針の実現に資する特別な取組みに関する当社取締役会の考え方

当社の上記取組みは、当社の企業価値を向上させるものであり、その結果として当社株主の共同の

利益を著しく損なう買付者が出現する可能性を減少させるものですので、基本方針に沿うものであ

ると考えております。また、かかる取組みは、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、当社の企

業価値を向上させるものですので、当社役員の地位の維持を目的とするものではないことは明らか

であります。

 

　 ３　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを

     　防止するための取組み

当社は、平成20年５月13日開催の取締役会において、株主総会における株主の皆様の承認が得られ

ることを条件に、「当社株式の大規模買付行為に関する対応策(買収防衛策)」(以下「本プラン」と

いいます。)を導入することを決定いたしました。本プランは、当社の基本方針に沿って、当社の企業

価値・株主共同の利益を確保し、又は向上させる目的をもって導入されました。

 

　・本プランの概要

　　　(1)大規模買付ルールの設定

本プランでは、①当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合の合計が20％以上

となる買付け、又は②当社が発行者である株券等について、公開買付けに係る株券等の株券等所有割

合及びその特別関係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け、のいずれかに該当す

る当社の株券等に対する買付けもしくはこれに類似する行為又はその提案がなされる場合を適用対

象とするルールをあらかじめ設定します。
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　　　(2)情報提供の要求

買付者等は、株券等の買付等の開始に先立ち、買付内容等の検討に必要かつ十分な情報を当社に対

して提供していただきます。

 

　　　(3)独立委員会による検討・勧告等

本プランでは、取締役会の恣意的判断を排除するため、当社からの独立性が高い社外取締役等で構

成される独立委員会を設置します。独立委員会は、買付者等から提供された情報や取締役会から提供

された情報、買付等に対する意見、代替案等を検討します。 

　そして、独立委員会は、買付者等が本プランに定めるルールを遵守しない場合や買付等の内容が当

社の企業価値・株主共同の利益を著しく毀損するおそれがあるときなど所定の要件を充足する場合

で、新株予約権の無償割当てを実施することが相当と認められる場合には、当社取締役会に対し、新

株予約権の無償割当ての実施を勧告します。 

 

　　　(4)取締役会による決議

取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重して、会社法上の機関として決議を行います。

 

　・本プランの合理性

　　　当社取締役会は、以下の理由から本プランの合理性が高いと判断しております。

　　　(1)買収防衛策に関する指針を完全に充足していること 

本プランは、経済産業省及び法務省が公表している「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上

のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則を完全に充足しています。 

　

　　　(2)株主意思を重視するものであること 

 本プランの導入に関する株主の意思を確認するため、第57回定時株主総会において本プランの導

入に関する議案をお諮りし、承認されたものであります。

　また、今後においても①当社株主総会において本プランを廃止若しくは変更する旨の議案が承認さ

れた場合、又は②当社株主総会において選任された取締役によって構成される当社取締役会におい

て、本プランを廃止若しくは変更する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止又は

変更されます。

 

　　　(3)独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示 

当社は、当社取締役会の恣意的判断を排除するため独立委員会を設置しました。独立委員会は、当

社の業務執行を行う経営陣から独立している、企業経営等に関する一定以上の専門知識を有する者

に該当する委員３名以上により構成され、独立委員会規則に従って、当該大規模買付行為が当社の企

業価値・株主共同の利益を毀損するか否か等の実質的な判断を行います。また、独立委員会は、当社

の費用で、当社の経営陣から独立した第三者の助言を得ることができるとされていますので、その判

断の公正さ・客観性がより強く担保される仕組みとなっています。 
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さらに、独立委員会の判断の概要については株主の皆様に情報開示をすることとされており、当社

の企業価値・株主共同の利益に適うように本プランの透明な運用が行われる仕組みが確保されてい

ます。 

　

　　　(4)合理的かつ客観的な対抗措置発動要件の設定 

本プランは、合理的かつ客観的な要件が充足されない限りは対抗措置が発動されないように設定

されており、取締役会の恣意的判断を防止するための仕組みが確保されています。 

 

　　　(5)デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと 

本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会の決議により廃止するこ

とができるものとされており、当社の株券等を大量に買い付けた者が、当社株主総会で取締役を指名

し、かかる取締役で構成される取締役会の決議により、本プランを廃止することが可能です。従って、

本プランは、デッドハンド型買収防衛策ではありません。 

　また、当社は期差任期制を採用していないため、本プランはスローハンド型買収防衛策でもありま

せん。 
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４ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスク要因のうち、主なもの

として以下のとおり認識しております。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループ(当社及び連結会社)が判

断したものであります。

　

(1) 市況の変動によるリスク

当社グループが販売する半導体・電子部品は、セットメーカーの生産動向と競合他社との価格競争に

より、その販売動向が大きく左右されます。特に半導体ではシリコンサイクルと呼ばれる循環的な市況変

動を繰り返してきており、この変動が業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(2) 技術革新への対応

当社グループが製造している半導体関連製品は、急速な技術革新、最終製品の需要及び新たな最終製品

の登場などにより、その競争力を失う可能性があります。今後も製品の競争力を維持していくためには、

継続したコストダウンを行うとともに、市場動向を的確に把握し、最先端技術及びノウハウを取得又は開

発することで、新たな製品を顧客に提供し続ける必要があります。

　

(3) 為替変動によるリスク

当社グループは、海外での製品販売を一部外貨建てで行っており、為替変動によるリスクをヘッジする

目的で為替予約を行っておりますが、為替リスクをすべて回避することは不可能であり、業績及び財務状

況に悪影響を与える可能性があります。

　

(4) 製品の不具合によるリスク

当社グループが販売する製品は、品質マネジメントシステムに基づく品質管理体制を敷いております

が、販売後に何らかの不具合が発生する可能性を排除することはできません。重大な不具合が発生した場

合、顧客の損失を補填するための多額の費用や取引の停止など、業績及び財務状況に悪影響を与える可能

性があります。

　

(5) 法的リスク

当社グループは、新製品開発において競合他社の知的財産権を侵害しないよう専門部署を組織し対応

しておりますが、特許権などの知的財産権に関する侵害訴訟を申し立てられ、莫大な費用が発生する可能

性がないとはいえません。

　また環境規制を遵守し環境保全ならびに安全確保に努めておりますが、事前に予知できない事態の発生

により法的責任を負う可能性もあります。これらの結果が業績及び財務状況に悪影響を与える可能性が

あります。
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(6) 自然災害などのリスク

当社グループは、製造拠点を分散する体制を敷くと同時に、定期的な災害防止検査と設備点検を行って

おります。しかし製造拠点において大規模地震などの自然災害の発生により操業が停止し、復旧のために

巨額な費用を要すことで、業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があります。また海外での事業にお

いては、政情不安などによる影響から、製品供給や販売に支障を生じ、業績に悪影響を及ぼす可能性があ

ります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

　　(提出会社)

(1) SiC-SBDチップ購入契約

　

相手先 国名 契約の内容 契約期間

CREE,Inc. 米国 製造権及び販売権の許諾
自　平成19年６月１日　　
至　平成22年５月31日

　

　

６ 【研究開発活動】

当社グループ(当社及び連結子会社)の研究開発活動の目的は、エレクトロニクス機器の小型化、高効率

化、低コスト化を実現する半導体製品の開発であり、その適用領域は小型の携帯用機器から大型の産業用機

器にいたるまで多岐にわたっております。

このうち、民生機器市場を主とした製品のシリコンチップからパッケージングまでの開発を研究開発部

門及び民生デバイス事業部が、産業機器市場を主とした製品の回路設計、パッケージングの開発を産業オー

トモーティブ事業部が担当し、生産・販売一体となった研究開発活動を進めております。

・半導体素子製品

SBDでは、デジタル家電向けと、車載向け等の新製品開発を行いました。

　薄型テレビでは、壁掛け、あるいは、壁張りといわれる一段と薄型化された製品が登場しています。この

ような背景のもとに、SBDでは、前期より高耐圧低損失SBD開発を進めてまいりましたが、当期は従来の低

逆電流シリーズに比較して、順方向降下電圧は同等で逆電流のみ1/10に抑制した120V製品の開発を行い、

展示会に出展いたしました。更に200V製品の開発も継続しております。

車載DC-DCコンバータ向けには、「連続アバランシェ耐量を保証したSBD」の開発を進め、2008年秋から

の量産に向け準備を整えております。従来は、高いサージ電圧で破壊されないように高耐圧SBDを使うか、

ツェナーダイオードを並列接続して高いサージ電圧からSBDを保護する方式が採用されていました。しか

し、高信頼性、高効率、小型軽量化、ノイズ対策を要求される車載用としては、更なる改良が求められてい

ました。これらのニーズに対応した新製品として、アバランシェ保証可能な新規素子構造を開発し、製品

化を進めております。
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今後ともデジタル機器市場、車載市場のエネルギ－効率の向上に寄与し、機器のト－タルコストを下げ

る提案を行い、他社との差別化を図って参ります。

　つくば事業所、微細加工Ｄ棟においては、本格的な製品開発(MOSFET)に着手する事が出来ました。SBD、高

速ダイオードにおいて更なる効率改善を行うべく、微細加工技術を活用した新製品開発を進めておりま

す。

次世代の素材と注目を集めているのがシリコン・カ－バイド(SiC)です。高い絶縁破壊電界、高速ス

イッチング、高温度で動作可能等、シリコン素子の限界を超えるため、注目されております。米国クリ－社

のチップを購入して、600V、1200VのSiC-SBDの製品化に取り組み、現在、サンプルを供給し始めたところで

す。

　

・半導体応用製品

当期は圧接構造型サイリスタモジュールを開発し、製品展開を進めました。

  また、前期と同様にハイブリット車・電気自動車・燃料電池車向けIPM及びパワーモジュールの開発依

頼が増加し続けており、これらに対応するため開発体制の強化と製品開発に注力しております。

  新パッケージモジュールの開発では、高信頼性・高性能・低コストを実現するため樹脂モールドタイ

プの開発を進め、新たな発想を盛り込んだ製品開発に取り組んでおります。

　産業機器マーケット向けでは、主要なアプリケーションである汎用インバータや産業用各種電源等に最

適な市場別・用途別のパワーモジュールを開発すると共にカスタムパワーモジュールの製品化を進めて

おり、高機能化・高性能化・小型化することによりコスト競争力の向上を図っております。

  ユーザーニーズとあわせ、パワーモジュール製品の付加価値をより高めるため、更なる高機能化を進め

ており、太陽光発電等のクリーンエネルギー用途や力率改善回路等に向けた製品開発と電源用ＩＰＭの

製品化を検討しています。

　

なお、当連結会計年度は研究開発費として11億85百万円投入いたしました。

商標を除いた産業財産権の保有総数は、関連技術の発展によりその有効性が失われた産業財産権の放

棄を進め、新しい開発成果を産業財産権とした結果、前期末より3件減少し76件になりました。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 財政状態の分析

当連結会計年度末における資産合計は、前年同期比19億46百万円減の372億47百万円となりました。主

な内訳としては、流動資産が売上債権回転率の上昇による売上債権の減少やリース資産立替金の減少等

により前年同期比14億98百万円減の242億10百万円となり、固定資産が法人税法改正に伴う減価償却費の

増加などで前年同期比4億49百万円減の129億67百万円となりました。

　負債合計は、前年同期比1億94百万円増の273億68百万円となりました。主な内訳としては、流動負債が仕

入債務の減少等により前年同期比24億62百万円減の145億31百万円となり、固定負債が資金調達による社

債や長期借入金の増加などにより前年同期比26億57百万円増の128億37百万円となりました。

　純資産合計は当期純損失により利益剰余金が減少し、前年同期比21億40百万円減の98億79百万円となり

ました。

　

(2) 経営成績の分析

「１　業績等の概要　(1) 業績」を参照願います。

　

(3) キャッシュ・フローの分析

「１　業績等の概要　(2) キャッシュ・フローの状況」を参照願います。

　

(4) 次期の見通し

今後の経済情勢の見通しにつきましては、中国や新興国の旺盛な需要など世界経済の成長を推し進め

る要因は随所に見られるものの、サブプライムローン問題を背景とする米国経済の減速や円高による輸

出の低迷、原油価格の高騰など景気の先行きには不透明感が増しております。

　電機電子業界におきましては、2011年に向けてのデジタル放送への移行、環境規制強化によるハイブ

リッド車の普及や太陽光発電・風力発電などの省エネ化を背景に、半導体・電子部品の需要は今後拡大

していくものと予想されます。

　こうした状況のなか、今後とも「市場へのフォーカス」を継続し、IT及びデジタル家電、自動車電装品及

び関連機器、産業機器及びクリーンエネルギーの各市場において、成長性の高い分野に経営資源を集中し

てまいります。SBD/ FREDにつきましては、現有の生産能力を最大限活用し、台湾・中華圏における売上拡

大と新規市場への拡販に集中するとともに、自動車向けのアバランシェ保証型SBDや薄型テレビ向けの

SBDなど、前期開発した新製品の拡販を進めてまいります。ハイブリッド車をはじめとして、汎用インバー

タや産業用電源向けなどに広く需要の拡大が期待できるパワーモジュールでは、新工場の建設により生

産能力の拡大と品質強化を進めるとともに、車載向けを中心とする新製品開発に力を入れてまいります。

　商品につきましては、仕入先との連携を深めながら、海外を含めた販売体制の強化と物流コストの削減、

人員体制の整備を進めるとともに、デバイスを組み合わせた新しい商品を開発し、今後成長が期待される

アミューズメント・医療・セキュリティの各市場へ拡販してまいります。
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前期よりスタートした民生デバイス・産業オートモーティブ・商品ソリューションの３事業部体制の

もと、業績責任の明確化と事業部間での協業による収益の拡大をはかりつつ、新グローバル基幹情報シス

テムの活用、品質マネジメントシステム(ISO/TS16949)の展開、内部統制システムの運用を通じ「ブラン

ド力の強化」に努めてまいります。

　これらを織り込んだ通期の業績予想につきましては、売上高410億円、営業利益10億円、経常利益6億円、

当期純利益2億円を見込んでおります。

　

次期の利益配分について

次期の利益配分につきましては、次期の業績ならびに今後の資金需要等を勘案し、１株につき４円の

年間配当金とさせていただく予定です。

　

(注)　業績見通し等は、現時点で入手可能な情報および当社グループが合理的と判断した前提に基づいて作成しており、

リスクや不確実性を含んでおります。実際の業績は様々な要因の変化により、見通しとは大きく異なることがあ

り得ることを予めご承知おき下さい。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資額は12億70百万円であります。この主なものは、ウエハ処理能力増強更新の設

備として４億71百万円、半導体製品の増産更新設備で２億73百万円、新製品開発設備５億４百万円でありま

す。

提出会社においては、ウエハ処理能力増強・更新として４億71百万円、半導体製品の増産更新設備２億18

百万円、新製品開発設備５億４百万円であります。

連結子会社における主な設備投資は、洲際電子股?有限公司による半導体素子製品の増産更新設備36百

万円、フィリピンインターエレクトロニクス社による半導体素子製品の増産設備12百万円であります。

　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

　

事業所名 設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

本社・秦野事業所
(神奈川県秦野市)

半導体素子製品
全社共通

1,553 1,834
99
(23)
[2]

251 3,738 200

つくば事業所
(茨城県つくば市)

半導体素子製品 1,879 1,465
652
(33)
[─]

56 4,053 42

戸川工場
(神奈川県秦野市)

半導体素子製品
半導体応用製品

1 0
─
[─]

─ 1 17

その他 ― 14 ─
249
(25)
[5]

9 273 88

合計 ― 3,448 3,300
1,001
(81)
[7]

316 8,067 347

(注) １　帳簿価額には建設仮勘定の金額を含んでおりません。

２　現在休止中の主要な設備はありません。

３　土地面積の[　]内書は借用面積であります。

４　上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりであります。

　

　

名称 台数 リース期間
年間リース料
(百万円)

ウエハ工程生産機械装置 63 平成13年12月～平成27年３月 693

ウエハ検査装置 17 平成14年８月～平成26年12月 40

製品及び商品業務システム 7 平成16年４月～平成25年９月 13

その他 ─
 

0

計 ― ― 749
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(2) 国内子会社

　

会社名
事業所名
(所在地)

設備の
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

インターユニット
株式会社

神奈川県
秦野市

製造設備 29 0
309
(2)

6 345 21

(注) １　帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。

２　現在休止中の主要な設備はありません。

　

　

(3) 在外子会社

　

会社名
事業所名
(所在地)

設備の
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

洲際電子股?有限
公司

台湾 製造設備 127 219
─
[3]

2 349 326

フィリピンイン
ターエレクトロニ
クス社

フィリピン
共和国

〃 333 16
─
[10]

9 360 190

(注) １　帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。

２　現在休止中の主要な設備はありません。

３　[　]内書は借用面積であります。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

　

会社名 所在地 設備の内容

投資予定金額
(百万円) 資金調達

方法

着工及び完了予定
完成後の
増加能力

総額 既支払額 着工年月 完成年月

日本インター
株式会社

神奈川県秦野市
半導体製造設備
の更新及び新製
品開発

1,200─ 自己資金
平成20年4
月

平成21年3
月

─

〃 茨城県つくば市 新製品開発 200 ─ 〃 〃 〃 ─

イ ン タ ー ユ
ニット株式会
社

神奈川県秦野市
半導体製造設備
の更新

10 ─ 〃 〃 〃 ─

洲際電子股?
有限公司

台湾高雄市
半導体製造設備
の更新

62 ─ 〃 〃 〃 ─

フィリピンイ
ンターエレク
トロニクス社

フィリピン
共和国

SBD/FREDの
増産設備

28 ─ 〃 〃 〃
7.5百万
個／月

計 1,500─ ─ ─ ─ ─

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

(2) 重要な設備の除却等

　

会社名 所在地 設備の内容
期末帳簿価額
(百万円)

除却等の
予定年月

除却等による
減少能力

日本インター
株式会社

神奈川県秦野市

半導体製造設備除却 3 平成20年６月 ─

新工場建替えに伴う
旧工場設備除却

80 平成20年７月 ─

半導体製造設備除却 14 平成20年10月 ─

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

　

② 【発行済株式】
　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 31,577,55031,577,550
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、株主
としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

計 31,577,55031,577,550― ―

(注)　提出日現在の発行数には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は、含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

　　平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の状況

株主総会の決議(平成17年６月28日)

　
事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数 　　　1,770個(注)１ 　　　1,770個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権
の数

― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 177,000株 177,000株

新株予約権の行使時の払込金額 814円(注)２ 同左(注)２

新株予約権の行使期間
平成19年７月20日～
平成23年７月19日

同左

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の株式の発行価格及び資本
組入額

発行価格　　　　　　　　　 814円
資本組入額　　　　　　　　 407円

同左

新株予約権の行使の条件

本新株予約権者は、本新株予約権の
行使時において、当社または当社の
子会社もしくは関係会社の取締役、
執行役、監査役、相談役、顧問、執行役
員または従業員でなければならな
い。
本新株予約権者の相続人による本新
株予約権の行使は認めない。
その他の条件については、当社と新
株予約権者との間で締結する新株予
約権割当契約書による。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、取締役
会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

― ―

　
(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、当社は次の算式により１株当たり払込金額を調

整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割又は併合の比率

　　また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換を

行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合には、当社は必要かつ合理的

な範囲で適切に１株当たり払込金額の調整を行うことができる。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成15年４月１日～
平成16年３月31日

(注)
150 31,229 18 3,998 18 3,967

平成16年４月１日～
平成17年３月31日

(注)
58 31,287 7 4,005 7 3,974

平成17年４月１日～
平成18年３月31日

(注)
160 31,447 19 4,025 19 3,994

平成18年４月１日～
平成19年３月31日
        　　　　(注)

110 31,557 13 4,039 13 4,007

平成19年４月１日～
平成20年３月31日
　　　　　　　　(注)

20 31,577 2 4,041 2 4,010

(注) １　新株引受権(ストックオプション)の行使による増加であります。

　

(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

0 30 28 118 38 2 6,6146,830 ―

所有株式数
(単元)

0 45,3132,92589,84437,6211,000138,881315,58419,150

所有株式数
の割合(％)

0 14.36 0.93 28.4711.92 0.32 44.00100.00 ―

(注) １　自己株式623,799株は「個人その他」に6,237単元および「単元未満株式の状況」に99株含めて

記載しております。

２　上記「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の株式が、20単元含まれております。
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(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社京三製作所 神奈川県横浜市鶴見区平安町２－29－１ 6,320 20.01

インターナショナル・レクティ
ファイアー・コーポレーション
常任代理人　野村證券株式会社

233 Kansas Street, EL Segundo 
California 90245 U.S.A
(東京都中央区日本橋１－９－１)

2,850 9.02

株式会社横浜銀行
常任代理人　資産管理サービス
信託銀行

神奈川県横浜市西区みなとみらい
３－１－１
(東京都中央区晴海１－８－12
晴海アイランド　トリトンスクエア
オフィスタワーＺ棟)

1,486 4.70

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１－６－６
日本生命証券管理部内

782 2.47

日本インター協力会社持株会 神奈川県秦野市曽屋1204 740 2.34

伯東株式会社 東京都新宿区新宿１－１－13 500 1.58

新電元工業株式会社 東京都千代田区大手町２－２－１ 468 1.48

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２－11－３ 414 1.31

バンクオブニューヨークジー
シーエムクライアントアカウン
トジェイピーアールディアイエ
スジーエフイーエイシー
常任代理人　三菱東京UFJ銀行

PETERBOROUGH COURT 133 F
LEET STREET LONDON EC４A ２
BB UNITED KINGDOM 
(東京都千代田区丸の内２丁目７番１　決
済事務部)

362 1.14

株式会社ミツバ 群馬県桐生市広沢町１－2681 300 0.95

計 ― 14,224 45.04

　
(注) 上記のほか当社所有の自己株式623千株(1.97％)があります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 623,700

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

30,934,700
309,327同上

単元未満株式
普通株式　 
          19,150

― 同上

発行済株式総数 31,577,550― ―

総株主の議決権 ― 309,327 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれており、

当該株式に係る議決権20個を議決権の数から控除しております。

２　「単元未満株式」欄の株式には、当社所有の自己株式99株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)

日本インター株式会社 神奈川県秦野市曽屋1204 623,700― 623,700 1.97

計 ― 623,700― 623,700 1.97

(注)　上記の他、単元未満株式99株を所有しております。
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(8) 【ストックオプション制度の内容】

当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ21の

規定に基づき新株予約権を発行するものであります。

　　

　　平成17年６月28日定時株主総会決議

平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づき、当社取締役、執行役員、および従業員(当社就業

規則第２条に定める社員と同義とする)の資格を有する者に対して付与することを、平成17年６月28

日の定時株主総会において決議されたものであります。当該制度の内容は次のとおりであります。

　

決議年月日 平成17年６月28日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　４名
当社執行役員５名
当社従業員　16名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　　会社法第155条第７号による取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 421 202

当期間における取得自己株式 ― ―

(注)　当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他
(単元未満株式の買増し請求による処分)

85 69 63 51

保有自己株式数 623,799 ― 623,736 ―

(注)　当期間における処理状況及び保有自己株式数には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満

株式の買取り及び買増しによる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、安定配当の維持に努力することを基本にしております。一方では、予想される競争激化に耐え得

る企業体質の強化ならびに急速な技術革新に対応できる設備投資・研究開発投資など、将来の事業展開に

備えるための内部留保の充実等を勘案し、決定する方針をとっております。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関

は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、当期の業績及び厳しい経営環境等総合的に勘案し、１株につ

き２円(中間配当金を含め１株につき年６円、前期に比べ２円減配)といたしました。

内部留保資金の使途につきましては、今後の事業展開への備えと研究開発費等として投入していくこと

としております。

なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

　

(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額(百万円) 1株当たり配当額(円)

平成19年11月13日
取締役会決議

123 4

平成20年6月24日
定時株主総会決議

61 2

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 870 1,306 1,294 1,099 709

最低(円) 224 710 707 600 207

(注)　最高最低株価は、平成16年９月１日より東京証券取引所市場第一部におけるものであり、それ以前は同取引所市場

第二部におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 392 299 313 296 302 290

最低(円) 258 250 275 207 259 231

(注)　最高最低株価は東京証券取引所第一部市場相場によります。

　

EDINET提出書類

日本インター株式会社(E01934)

有価証券報告書

 31/107



５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役 取締役社長 石　井　政　夫 昭和20年12月９日生

昭和44年４月 当社入社

(注)３ 56

平成８年６月 当社営業本部東京支店長・国際営

業部長
平成９年６月 当社取締役

営業本部副本部長兼パーツ事業部

長
平成13年６月 当社取締役兼執行役員

当社営業部門長
平成15年６月 当社常務執行役員
平成16年６月 当社取締役
平成18年４月 当社営業本部長
平成18年６月 当社代表取締役専務取締役
平成19年４月 当社代表取締役社長(現任)

取締役
専務
執行役員

江　坂　文　秀 昭和38年４月17日生

平成元年７月 アメリカアンダーセンコンサル

ティング入社

(注)３ 0

平成７年９月 インターナショナル・レクティ

ファイアー・コーポレーション入

社

同社ディレクター・アジアカスト

マーサービス統括

平成10年７月 アイアールファーイースト㈱(現イ

ンターナショナル・レクティファ

イアー・ジャパン㈱)代表取締役

平成12年６月 当社取締役(現任)

平成18年６月 株式会社京三製作所取締役(現任)

平成19年11月 当社専務執行役員(現任)

取締役 篠　崎　孝　彰 昭和21年12月５日生

平成７年６月 株式会社横浜銀行取締役国際部長

(注)３ 85

平成10年６月 当社取締役

平成11年６月 当社常務取締役

平成13年６月 当社常務取締役兼執行役員

平成16年６月 当社取締役兼常務執行役員

平成18年４月 当社管理本部長

平成19年４月 当社新事業統括室長

平成20年４月 当社取締役(現任)

取締役
常務
執行役員

浦　野　　　博 昭和21年１月８日生

昭和44年4月 当社入社

(注)３ 20

平成7年11月
当社事業本部素子事業部第三製造

部長

平成10年９月 当社生産本部ウエハ製造部長

平成13年11月
当社生産部門副部門長兼品質保証

部長

平成15年４月 当社生産部門長

平成15年６月 当社執行役員

平成17年10月 当社ディスクリート生産部門長

平成18年６月 当社常務執行役員(現任)

平成19年６月 当社取締役(現任)

平成19年10月 当社民生デバイス事業部長(現任)

取締役
常務
執行役員

森　　三　郎 昭和22年６月18日生

昭和45年４月 当社入社

(注)３ 13

平成９年９月 当社生産本部機器事業部技術部長

平成15年４月 当社生産部門副部門長

平成15年６月 当社執行役員

平成17年10月 当社モジュール生産部門長

平成18年６月 当社常務執行役員(現任)

平成19年10月 当社産業オートモーティブ事業部

長(現任)

平成20年６月 当社取締役(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

取締役 西　川　つとむ 昭和20年11月１日生

平成４年10月 株式会社京三製作所総務部長

(注)３ 4

平成７年６月 同社取締役

平成11年６月 同社常務取締役

平成12年６月 当社取締役

平成12年６月 株式会社京三製作所

代表取締役専務取締役

平成14年６月 同社代表取締役社長(現任)

平成17年６月 当社取締役(現任)

取締役 宮　﨑　和　明 昭和22年９月29日生

昭和46年４月 株式会社京三製作所入社

(注)３ 0
平成８年10月 同社経理部長(現任)

平成16年６月 同社執行役員(現任)

平成17年６月 当社取締役(現任)

取締役 古　澤　　　章 昭和21年４月３日生

昭和44年４月 社団法人日本電子工業振興協会入

会

(注)３ 0

平成２年４月 同協会情報産業部長

平成12年11月 社団法人電子情報技術産業協会

情報システム部長

平成16年10月 同協会総合企画部長

平成19年１月 同協会理事(現任)

平成20年６月 当社取締役(現任)

常勤監査役 田　村　文　雄 昭和18年５月６日生

昭和44年４月 当社入社

(注)４ 17

昭和60年９月 当社経理部経理課原価担当課長

昭和63年４月 インターユニット㈱出向

同社事務部長

平成５年６月 同社取締役事務部長

平成11年６月 同社常務取締役

平成12年９月 当社よりインターユニット㈱へ転

籍

平成13年６月 インターユニット㈱専務取締役

平成16年６月 当社監査役

平成17年６月 当社常勤監査役(現任)

監査役 皆　川　卓　士 昭和22年10月13日生

昭和45年３月 日本生命保険相互会社入社

(注)４ 0

平成９年７月 同社取締役欧州総支配人

平成13年３月 同社取締役法人営業企画部長兼

401Ｋ年金部長

平成13年６月 センチュリー・リーシング・シス

テム㈱監査役(現任)

平成14年３月 日本生命保険相互会社常務取締役

平成18年３月 同社専務取締役

平成18年６月 当社監査役(現任)

平成20年３月 日本生命保険相互会社代表取締役

専務執行役員(現任)

監査役 澤　田　久　代 昭和39年10月５日生

平成７年４月 弁護士登録(横浜弁護士会)

横浜綜合法律事務所入所
(注)４ 0

平成14年10月 同事務所パートナー(現任)

平成18年６月 当社監査役(現任)

監査役 渡　辺　弘　一 昭和21年５月13日生

昭和44年４月 株式会社京三製作所入社

(注)５ 0

平成７年４月 同社信号事業部情報・管理システ

ム部長
平成15年７月 同社資材部長
平成17年４月 同社内部監査室長
平成18年４月 同社執行役員総合企画部長

(現任)
平成18年６月 同社取締役(現任)
平成19年６月 当社監査役(現任)

計 196
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(注)１　取締役西川つとむ、宮﨑和明、古澤章は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２　監査役皆川卓士、澤田久代、渡辺弘一は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３　取締役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

４　監査役田村文雄、皆川卓士、澤田久代の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月

期に係る定時株主総会終結の時までであります。

５　監査役渡辺弘一の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。

６　当社では、取締役会の一層の活性化を促し、取締役会の意思決定・業務執行の監督機能と各部門の業務執行機

能を明確に区分し、経営効率の向上を図るために執行役員制度を導入しております。

執行役員は、８名で営業担当 江坂文秀、民生デバイス事業部長 浦野　博、産業オートモーティブ事業長　森　三

郎、商品ソリューション事業部長 磯部泰司、内部監査室長 杉田洋一郎、管理部門長 小久保孝二、戦略企画室

長 森　逸雄、BPIプロジェクトリーダー 鬼塚哲也で構成されております。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社はすべての利害関係者からみて、経営の公正性・透明性・健全性が確保されるよう、経営システム

の維持向上をはかり、迅速な意思決定に基づく効率的な事業運営を推進していくことが企業価値の向上

につながるものと認識しております。そのためにコーポレート・ガバナンス体制の確立が経営上の重要

課題であると位置付け、その機能強化に努めております。

　

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

会社の機関の基本説明

当社では、取締役会において執行役員を選任し、日常の業務執行を司る「執行役員制度」を導入してお

ります。これにより経営上の意思決定ならびに業務執行の監督を行う取締役会と、日常の業務執行を行う

代表取締役社長以下の執行役員との役割の分離を明確化しております。

取締役会は、代表取締役、執行役員を兼務する常勤取締役と非常勤の社外取締役とで構成されていま

す。なお、当社の取締役は12名以内とし、株主総会の決議によって選任いたします。取締役の選任について

は累積投票によらないものとし、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、自己株式の取得につ

いて、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行する事を可能とするため、会社

法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を所得する事が

できる旨を定款に定めております。

会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件につきましては、議決権を行使することができ

る株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定

款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円

滑な運営を行うことを目的とするものであります。また、当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当

の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会

であります。

業務執行の統制を担う機関としては、代表取締役・常勤取締役・執行役員で構成される業務執行会議

を設置し、取締役会での重要事項の決定に基づく業務運営を行っております。

第57下期において、顧客満足度を高めることを目的とした新組織へ改編いたしました。従来の6部門、2

センター制を改め、3事業部(民生デバイス事業部、産業オートモーティブ事業部、商品ソリューション事

業部)と3部門(研究開発部門、品質保証部門、管理部門)を中心とする事で、組織の簡素化による意思決定

のスピードアップによる収益拡大をはかってまいります。

監査役は、取締役会ならびに業務執行会議に出席する他、りん議書の閲覧や後述する内部監査室及び会

計監査人との連携を通じて、有効かつ適切な監査を実施し、その結果を監査役会に報告しております。
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内部統制システムの整備の状況

内部統制に関わる基本方針

　当社は、会社法および会社法施行規則、金融商品取引法に則り、法令の遵守を徹底し社会的責任を果たし

つつ、以下のとおり「業務の適正を確保するための体制に関する基本方針」(以下「内部統制の基本方

針」という)を整備する。

１．取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1)取締役会で定める「経営理念」「経営方針」「行動指針」「企業倫理綱領」をもって、全

　　　 取締役及び社員の行動規範とする。

(2)全取締役及び社員の職務執行が、法令及び定款に適合することを確保するため制定した

　　　「コンプライアンスマニュアル」を整備し、その周知徹底をはかり、法令等の遵守に務める

　　　 ものとする。

(3)全取締役及び社員が法令違反その他コンプライアンス上疑義のある事実を発見した場合の

　     報告体制として、直接情報提供ができる内部通報制度の整備を行い、その適切な運用をは

       かる。

(4)内部監査室が定期的に内部監査を実施し、その結果を被監査部門にフィードバックすると

　　　 ともに、代表取締役社長ならびに監査役及び取締役会・監査役会に適宜報告する。

 

２．財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制

(1)当社及び子会社は、金融商品取引法等の定めに従い、「財務報告に係る内部統制の評価・

　　   報告」に関する規程に則り、財務報告に係る内部統制を構築する。

(2)構築された内部統制の適切かつ効果的な運用により、当社グループの財務報告の信頼性

　　　 と適正性を確保する。

 

３．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する規程

(1)取締役の職務執行に係る情報については、管理基準および管理体制を整備し、法令及び社

       内規則に基づき作成保存する。また、必要に応じて、取締役及び監査役が常時閲覧謄写可

       能な状態にて管理する。

(2)法令または証券取引所適時開示規則に則り必要な情報開示を行う。

 

４．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1)「リスク管理規程」に基づき代表取締役社長を委員長として、各部門を担当する執行役員

　　   から構成するリスク管理委員会を随時開催し、業務リスク、システムリスク、財務リス

       ク、コンプライアンス等の全社的なリスク管理業務を統括管理する。

(2)財務報告の虚偽記載に関するリスクについては、２．(1)の規程の定めに従い管理する。

(3)緊急対応を要すると判断される場合は、リスク管理委員会がその対応を決定し、関連部門

       にその実施を指示する。

(4)代表取締役社長に直属する部署である内部監査室は、定期的に行う業務監査実施項目及び

       実施方法を策定する。監査実施項目に遺漏なきよう検証し、リスク管理状況を含む監査結

       果について代表取締役社長に報告する。
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５．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する体制

(1)経営と業務執行の分離及び責任と権限の明確化を図る観点から取締役会の選任による執行

       役員制度を設け、取締役会は経営戦略の創出及び業務執行の統制を担う機能に特化し、代

       表取締役社長以下執行役員は業務執行の責任者として、各部門の職務を執行する。

(2)取締役会は経営理念の下に経営計画・目標を策定し、代表取締役社長以下執行役員はその

       達成に向けて職務を遂行し、取締役会がその実績報告のもとに必要に応じて目標を修正す

       る。

 

６．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

(1)子会社の取締役及び監査役を当社から派遣し、派遣された取締役及び監査役は月次の業務

       報告を当社の担当部門に報告する。

(2)内部監査室及び監査役は定期的に子会社の監査を実施し、その子会社の業務執行状況を監

       査する。

 

７．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する

      事項

(1)監査役から求められた場合は、監査役と協議のうえ合理的な範囲で配置する。

 

８．監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項

(1)監査役の職務を補助すべき使用人の任命・異動については、監査役会の意見を尊重する。

(2)また、兼務してその補助使用人を務めるものの任命異動についても同様とする。

 

９．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

(1)取締役および使用人は、監査役会の定めるところに従い、各監査役の要請に応じて必要な

　     報告及び情報提供を行う。

(2)常勤監査役は、取締役会の他、重要な会議に出席するとともに、主要なりん議書その他業

       務執行に関する重要な文書を閲覧するとともに報告を求めることができる。

 

10．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1)監査役会は、代表取締役社長と定期的な会合を持ち、監査上の重要課題等について意見交

       換を行う。

(2)監査役は、内部監査室および補助使用人と緊密な連携を保つとともに、必要に応じて内部

       監査室および補助使用人に調査を求める。

(3)監査役は、会計監査人と定期的に会合を持ち、意見および情報の交換を行うとともに、必

       要に応じて会計監査人に報告を求める。
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内部監査及び監査役監査、会計監査の状況

内部監査につきましては、社長直轄の組織として内部監査室(２名)を設置し、執行役員が室長を務めて

おります。グループ全体の業務活動に関する社内規程や法令の遵守状況についての監査を計画的に実施

し、業務改善に対する助言や支援を行い、監査役とも連携しながら内部監査を推進し、コーポレート・ガ

バナンスならびにコンプライアンスの体制強化に努めております。

会計監査につきましては、海南監査法人と監査契約を締結し、会社法及び金融商品取引法に基づく会計

監査を受けております。当期における会計監査業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及

び監査年数は以下のとおりであります。

・川上亮一　　海南監査法人　　16年

・斎藤　勝　　海南監査法人　　16年

・髙島雅之　　海南監査法人　　４年

なお、当期における会計監査業務に係る補助者は、公認会計士３名であります。

　

リスク管理体制

リスク管理につきましては、内部統制システムの整備の一環として、順次整備を進めてまいりますが、

各部門における業務遂行上のリスクの把握を充実させるとともに、そのリスク管理の状況を内部監査を

通じてチェックしてまいります。また各部門からのメンバーで構成される全社組織の安全衛生委員会、環

境保全委員会、リスク管理委員会、安全保障輸出管理委員会等、各種の委員会の活動を通じ、リスク発生の

予防と被害拡散の防止に努めております。

 

役員報酬及び監査報酬

当期における役員報酬は以下のとおりであります。

・取締役に支払った報酬　　105百万円(内　社外取締役　　9百万円)

・監査役に支払った報酬　　 31百万円(内　社外監査役 　10百万円)

　　　　　計　　　　　　　137百万円

当期における公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は以下

のとおりであります。

・監査証明に係る報酬　　　 24百万円

なお、上記以外の業務に基づく報酬はございません。

　

情報開示体制

重要な決定事項ならびに発生事項につきましては、東京証券取引所「適時開示規則」に照らし、情報取

扱責任者が判断したうえで適時開示担当部署が速やかに対応しております。またアナリストやファンド

マネジャー等の機関投資家に対して決算説明会を開催するとともに、ホームページによる財務情報の提

供等、IR活動による情報開示を積極的に推進し、経営の現状や将来のビジョンについて、情報を正確に伝

え、市場から正当な評価が得られるよう努めております。

　

(3) 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の利害関係について

平成20年６月25日提出日現在における当社の社外取締役は３名、社外監査役は３名であり、当社との間

で利害関係や監査の独立性に影響を及ぼすような人的関係はありません。

　

(会社の機関・内部統制の関係図)
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　　前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づい

て作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　　前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成してお

ります。

　

(3) 当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目、その他の事項の金額については、従来、千円単位

で記載しておりましたが、当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位で記載することに変更いたし

ました。なお、比較を容易にするため、前連結会計年度及び前事業年度についても百万円単位に組替え表

示しております。

　

　

２　監査証明について

当社は、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)及び前事業年度(平成18年４月１

日から平成19年３月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当連結会計年度(平成19年４

月１日から平成20年３月31日まで)及び当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ連結財務諸表並びに財務諸表について、海南監査

法人により監査を受けております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　 (資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 ※1,2 2,417 2,151

　２　受取手形及び売掛金 ※３ 11,949 10,440

　３　たな卸資産 9,995 10,305

　４　前払費用 191 141

　５　短期貸付金 0 1

　６　未収入金 689 1,042

　７　繰延税金資産 138 119

　８　リース資産立替金 327 ―

　９　その他 2 14

　　　　貸倒引当金 △ 3 △ 6

　　　　　流動資産合計 25,70865.6 24,21065.0

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※１

　　(1) 建物及び構築物 8,105 8,765

　　　　　減価償却累計額 4,587 3,518 4,824 3,940

　　(2) 機械装置及び運搬具 15,264 15,381

　　　　　減価償却累計額 11,457 3,806 11,854 3,527

　　(3) 土地 1,310 1,310

　　(4) 建設仮勘定 818 60

　　(5) その他 2,189 2,238

　　　　　減価償却累計額 1,769 420 1,900 338

　　　　　有形固定資産合計 9,873 9,177

　２　無形固定資産

　　(1) 借地権 7 7

　　(2) ソフトウエア 30 23

　　(3) その他 28 37

　　　　　無形固定資産合計 66 68

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 2,587 1,632

　　(2) 長期貸付金 0 0

　　(3) 長期前払費用 166 113

　　(4) 繰延税金資産 423 1,676

　　(5) その他 319 323

　　　　　貸倒引当金 △ 22 △ 24

　　　　投資その他の資産合計 3,475 3,721

　　　　　　固定資産合計 13,41634.2 12,96734.8

Ⅲ　繰延資産

　１　開業費 1 0

　２　社債発行費 68 69

　　　　繰延資産合計 69 0.2 69 0.2

　　資産合計 39,193100.0 37,247100.0
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　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　 (負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び買掛金 ※1,3 9,791 8,872

　２　短期借入金 ※1,2 3,699 4,176

　３　１年以内償還社債 500 500

　４　未払法人税等 19 15

　５　未払費用 437 477

　６　賞与引当金 291 275

　７　未払金 1,743 137

　８　その他 511 76

　　　　流動負債合計 16,99343.4 14,53139.0

Ⅱ　固定負債

　１　社債 7,100 8,200

　２　長期借入金 ※１ 1,240 3,300

　３　退職給付引当金 1,663 1,179

　４　その他 177 158

　　　　固定負債合計 10,18025.9 12,83734.5

　　負債合計 27,17469.3 27,36873.5

　 (純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 4,03910.3 4,04110.9

　２　資本剰余金 4,07510.4 4,07710.9

　３　利益剰余金 4,29711.0 2,6067.0

　４　自己株式 △ 508△1.3 △ 509△1.4

　　　　株主資本合計 11,90330.4 10,21627.4

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

452 1.2 37 0.1

　２　為替換算調整勘定 △ 336△0.9 △ 375△1.0

　　　　評価・換算差額等合計 116 0.3 △ 337△ 0.9

　　　純資産合計 12,01930.7 9,87926.5

　　　負債純資産合計 39,193100.0 37,247100.0
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② 【連結損益計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 36,712100.0 38,496100.0

Ⅱ　売上原価 ※２ 29,97681.7 33,16886.2

　　　売上総利益 6,73618.3 5,32713.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1,2 4,89113.3 4,97912.9

　　　営業利益 1,8455.0 347 0.9

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 4 3

　２　受取配当金 18 40

　３　仕入割引 17 25

　４　賃貸料収入 10 9

　５　為替差益 46 ―

　６　雑収入 73 169 0.5 83 163 0.4

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 178 246

　２　社債発行費償却 21 19

　３　技術取得料償却 133 133

　４　たな卸資産廃棄損 282 655

　５　為替差損 ― 154

　６　雑支出 101 717 2.0 101 1,3093.4

　　　経常利益 1,2973.5 ―

　　　経常損失 ― 798△ 2.1

Ⅵ　特別利益

　１　投資有価証券売却益 ― 21

　２　前期損益修正益 ※３ 15 15 0.0 ― 21 0.1

Ⅶ　特別損失

　１　たな卸資産廃棄損 ― 1,173

　２　投資有価証券評価損 ― 263

　３　固定資産除却損 ※４ 25 242

　４　その他 1 27 0.1 ― 1,6794.4

　　　税金等調整前
　　　当期純利益

1,2853.4 ―

　　　税金等調整前
　　　当期純損失

― 2,455△ 6.4

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

222 35

　　　法人税等調整額 228 450 1.2 △ 961 △ 926△ 2.4

　　　当期純利益 834 2.2 ―

　　　当期純損失 ― 1,529△ 4.0
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 4,025 3,994 3,774 △ 124 11,669

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 13 13 ─ ─ 27

　剰余金の配当(注) ─ ─ △ 156 ─ △ 156

　剰余金の配当 ─ ─ △ 122 ─ △ 122

　役員賞与(注) ─ ─ △ 33 ─ △ 33

　当期純利益 ─ ─ 834 ─ 834

　自己株式の取得 ─ ─ ─ △ 2,146 △ 2,146

　自己株式の処分 ─ 67 ─ 1,761 1,828

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

─ ─ ─ ─ ─

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

13 80 523 △ 384 233

平成19年３月31日残高(百万円) 4,039 4,075 4,297 △ 508 11,903

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 514 △ 300 213 11,883

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 ─ ─ ─ 27

　剰余金の配当(注) ─ ─ ─ △ 156

　剰余金の配当 ─ ─ ─ △ 122

　役員賞与(注) ─ ─ ─ △ 33

　当期純利益 ─ ─ ─ 834

　自己株式の取得 ─ ─ ─ △ 2,146

　自己株式の処分 ─ ─ ─ 1,828

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△ 61 △ 35 △ 97 △ 97

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△ 61 △ 35 △ 97 136

平成19年３月31日残高(百万円) 452 △ 336 116 12,019

(注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 4,039 4,075 4,297 △ 508 11,903

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 2 2 ― ― 4

　剰余金の配当 ― ― △ 247 ― △ 247

　当期純損失 ― ― △ 1,529 ― △ 1,529

　自己株式の取得 ― ― ― △ 0 △ 0

　自己株式の処分 ― △ 0 ― 0 0

  在外連結子会社の機能通貨

　変更による増加高
― ― 85 ― 85

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

2 2 △ 1,691 △ 0 △ 1,686

平成20年３月31日残高(百万円) 4,041 4,077 2,606 △ 509 10,216

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 452 △ 336 116 12,019

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 ― ― ― 4

　剰余金の配当 ― ― ― △ 247

　当期純損失 ― ― ― △ 1,529

　自己株式の取得 ― ― ― △ 0

　自己株式の処分 ― ― ― 0

  在外連結子会社の機能通貨

　変更による増加高
─ ─ ─ 85

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△ 415 △ 38 △ 454 △ 454

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△ 415 △ 38 △ 454 △ 2,140

平成20年３月31日残高(百万円) 37 △ 375 △ 337 9,879
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】
　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー
　　　税金等調整前当期純利益 1,285 ―

　　　税金等調整前当期純損失 ― △ 2,455

　　　減価償却費 1,154 1,964

　　　繰延資産等償却額 159 175

　　　投資有価証券評価損 ― 263

　　　有形固定資産除却損 25 242

　　　投資有価証券売却益 ― △ 21

　　　貸倒引当金の増減額(減少：△) △ 7 4

　　　退職給付引当金の減少額 △ 497 △ 466

　　　受取利息及び受取配当金 △ 22 △ 44

　　　支払利息 178 246

　　　為替差損益(差益：△) △ 4 △ 91

　　　売上債権の増減額(増加：△) △ 1,447 1,284

　　　たな卸資産の増加額 △ 2,768 △ 422

　　　仕入債務の増減額(減少：△) 1,558 △ 664

　　　未払費用の増減額(減少：△) △ 29 49

　　　賞与引当金の増減額(減少：△) 5 △ 14

　　　役員賞与の支払による減少額 △ 33 ―

　　　リース資産立替金の減少額 169 327
　　　その他 △ 194 △ 488

　　　　小計 △ 468 △ 110

　　　利息及び配当金の受取額 22 44
　　　利息の支払額 △ 178 △ 252
　　　法人税等の支払額 △ 585 △ 1

　　営業活動によるキャッシュ・フロー △ 1,210 △ 319

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　有形固定資産の取得による支出 △ 1,853 △ 3,399

　　　投資有価証券の取得による支出 △ 1,275 △ 12

　　　投資有価証券の売却による収入 1 27

　　　貸付けによる支出 ― △ 1

　　　貸付金の回収による収入 0 1
　　　その他 △ 17 △ 39

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 3,144 △ 3,423

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　短期借入金の純増減額 △ 1,687 1,553

　　　長期借入れによる収入 1,200 2,400

　　　長期借入金の返済による支出 △ 341 △ 1,320

　　　社債の発行による収入 5,276 1,579

　　　社債の償還による支出 △ 250 △ 500

　　　株式の発行による収入 27 4

　　　自己株式の売却による収入 1,828 0

　　　自己株式の取得による支出 △ 2,146 △ 0
　　　配当金の支払額 △ 278 △ 246

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 3,628 3,471

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 46 5

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額(減少：△) △ 772 △ 265

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 3,089 2,317

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 2,317 2,051
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 連結子会社は洲際電子股?有限公司、

インターユニット株式会社、フィリピ

ンインターエレクトロニクス社、イン

ターエレクトロニクスシンガポール

社、香港英達電子有限公司、日英電子

(上海)有限公司の６社であり、全ての

子会社を連結しております。

連結子会社は洲際電子股?有限公司、

インターユニット株式会社、フィリピ

ンインターエレクトロニクス社、イン

ターエレクトロニクスシンガポール

社、香港英達電子有限公司、日英電子

(上海)有限公司の６社であり、全ての

子会社を連結しております。

２　持分法の適用に関する事

項

持分法適用会社および関連会社はあり

ません。

同左

３　連結子会社の事業年度に

関する事項

連結子会社の決算日が連結決算日と異

なる会社は次のとおりであります。

会社名 決算日

日英電子(上海)
有限公司

12月31日 ※１

※１　連結決算日現在で本決算に準じ

た仮決算を行った財務諸表を基

礎としております。

連結子会社の決算日が連結決算日と異

なる会社は次のとおりであります。

会社名 決算日

日英電子(上海)
有限公司

12月31日 ※１

※１　連結決算日現在で本決算に準じ

た仮決算を行った財務諸表を基

礎としております。

４　会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

　①有価証券

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　決算期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は、総平均法により算定)

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

　①有価証券

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

同左

　②たな卸資産

　　　移動平均法による原価法

　②たな卸資産

同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方

法

　①有形固定資産

　　主として、当社及び国内連結子会社

は定率法、在外連結子会社は定額

法によっております。ただし、当社

および国内連結子会社の建物(建

物付属設備を含む)については定

額法を採用しており、取得価額が

10万円以上20万円未満の少額減価

償却資産については、３年間で均

等償却をしております。

　　なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。

　　　建物及び構築物　　　３～50年

　　　機械装置及び運搬具　５～15年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方

法

　①有形固定資産

同左

　②無形固定資産

定額法を採用しております。なお、

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用してお

ります。

　②無形固定資産

同左
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　③繰延資産の処理方法

　　開業費　　　　開業時よりその効果の及

ぶ期間(５年)にわ

たり毎期均等額を

償却しておりま

す。

　③繰延資産の処理方法

　　開業費

同左　

　　株式交付費　　支出時に全額費用とし

て処理しておりま

す。

　　株式交付費　　

同左

　　社債発行費　　社債の償還までの期間

にわたり定額法に

より償却しており

ます。

　　社債発行費　　

同左

(3) 重要な引当金の計上基準

　①貸倒引当金

　　債権の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては、個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上して

おります。

(3) 重要な引当金の計上基準

　①貸倒引当金

同左

　②賞与引当金

　　従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づ

き計上しております。

　②賞与引当金

同左

───

 

　 ③役員賞与引当金
役員賞与の支給に備えて、当連結

会計年度における支給見込額に基

づき計上することにしておりま

す。

　③退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。

数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生連結会計年度

から費用処理しております。

  ④退職給付引当金

同左
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(4) 重要なリース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に準じた会計処

理によっております。

(4) 重要なリース取引の処理方法

同左

(5) 重要なヘッジ会計の方法

　①ヘッジ会計の方法

　　為替予約が付されている外貨建金銭

債権債務等について、振当処理を

行っております。 

また、金利スワップ取引について

は、すべて金利スワップの特例処

理の要件を満たしているため、特

例処理を採用しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

　①ヘッジ会計の方法

同左

　　

　②ヘッジ手段とヘッジ対象

(ヘッジ手段)　為替予約 

　　　　　　　金利スワップ

(ヘッジ対象)　外貨建金銭債権債

務等 

借入金利息

　②ヘッジ手段とヘッジ対象

同左　　　

　③ヘッジ方針

通貨関連では、為替予約の限度額

を実需の範囲内とし、ヘッジ手段

をヘッジ対象の範囲内で将来の為

替相場の変動によるリスクを回避

する目的で、また金利関連では、一

部の借入金に係る利息の支払につ

いて、金利変動リスクを回避する

目的で利用する方針であります。

　③ヘッジ方針

同左

　④ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する

重要な条件が同一であり、かつ

ヘッジ開始時及びその後も継続し

て、為替相場の変動及び金利の変

動を完全に相殺するものと想定す

ることができるため、ヘッジ有効

性の判定は省略しております。

　④ヘッジ有効性評価の方法

同左

(6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

　消費税等の会計処理

　　消費税および地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

(6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

　消費税等の会計処理

同左

５　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、要求払預金および取得日か

ら３ヶ月以内に満期日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資としており

ます。

同左
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会計方針の変更

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準第５号　平成17年12月

９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号　平

成17年12月９日)を適用しております。 

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は12,019百

万円であります。 

　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。

　

 

(繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い) 

　当連結会計年度から、社債発行費の償却方法を３年間の

年数を基準とする方法から償還期間の月数を基準とする

方法に変更しております。 

　この変更は、「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱

い」(企業会計基準委員会　平成18年８月11日実務対応報

告第19号)を適用しております。この結果、従来の方法に

よった場合に比べ、経常利益及び税金等調整前当期純利

益は17百万円増加しております。

 

 

(有形固定資産の減価償却の方法)

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当

連結会計年度より、平成19年４月１日以降に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償

却の方法に変更しております。これにより営業利益は59

百万円減少し、経常損失及び税金等調整前当期純損失は

それぞれ59百万円増加しております。

 

(役員賞与引当金)

　当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」

(企業会計基準第４号　平成17年11月29日)を適用してお

ります。なお、当社の役員賞与支給規定により、当連結会

計年度末における計上額はありません。

 

　

追加情報

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(役員退職慰労引当金)

　当連結会計年度において、役員退職慰労金制度を廃止し

ております。

　これに伴い制度廃止までの役員退職慰労引当金の残高

132百万円は、打切支給確定額として固定負債の「その

他」に計上しております。

 

(有形固定資産の減価償却の方法)

　当社及び国内連結子会社は、法人税法改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の

法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額

の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、

取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわ

たり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。

　この結果、従来の方法に比べ、営業利益は44百万円減少

し、経常損失及び税金等調整前当期純損失はそれぞれ44

百万円増加しております。

(在外連結子会社の機能通貨変更)

　在外連結子会社であるフィリピンインターエレクトロ

ニクス社は、従来現地通貨であるフィリピンペソで財務

諸表を作成しておりましたが、同社の機能通貨が日本円

であることに鑑み、当連結会計年度より日本円で財務諸

表を作成しております。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※１　担保に供している資産及び担保付債務は下記のと

おりであります。

科目
金額
(百万円)

被担保債務
(百万円)

質権

定期預金 100支払手形及び
買掛金

1,346

工場財団

土地 78

長期借入金
700

建物及び構築物 230短期借入金
150

機械装置及び
運搬具

71

１年以内に返済
予定の長期借入
金

250
その他
(工具器具備品)

1

合計 481
　

※１　担保に供している資産及び担保付債務は下記のと

おりであります。

科目
金額
(百万円)

被担保債務
(百万円)

質権

定期預金 100支払手形及び
買掛金

2,119

工場財団 78

土地

長期借入金
970

建物及び構築物 209短期借入金
990

機械装置及び
運搬具

53

その他
(工具器具備品)

1

合計 443
　

※２　当社及び連結子会社は、運転資金の効率的な調達を

行うため当座貸越契約及び貸出コミットメント契

約を締結しております。当連結会計年度末におけ

る当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借

入金未実行残高等は次のとおりであります。

　当座貸越極度額及び
　貸出コミットメントの総額

　
4,820百万円

　

　借入実行残高 1,743百万円

　差引額 3,077百万円

　

※３　期末日満期手形の会計処理については、満期日に決

済が行なわれたものとして処理しております。

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日で

あったため、次の期末日満期手形が、当連結会計年

度末残高から除かれております。

　　受取手形　　318百万円

　　支払手形　　340百万円

※２　当社及び連結子会社は、運転資金の効率的な調達を

行うため当座貸越契約及び貸出コミットメント契

約を締結しております。当連結会計年度末におけ

る当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借

入金未実行残高等は次のとおりであります。

　当座貸越極度額及び
　貸出コミットメントの総額

　
5,295百万円

　

　借入実行残高 3,289百万円

　差引額 2,006百万円

※３　

───
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

給料及び賞与 1,890百万円

運送費 361百万円

旅費及び交通費 141百万円

賃借料 222百万円

業務委託費 304百万円

減価償却費 208百万円

賞与引当金繰入額 191百万円

退職給付費用 125百万円

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

給料及び賞与 1,859百万円

運送費 359百万円

旅費及び交通費 178百万円

賃借料 220百万円

業務委託費 325百万円

減価償却費 325百万円

賞与引当金繰入額 166百万円

退職給付費用 116百万円

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、1,127百万円であります。

※３　前期損益修正益は、過年度固定資産取得でありま

す。

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、1,185百万円であります。

※３　　　　　　　　―――

※４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物 4百万円

機械装置及び運搬具 18百万円

その他(工具器具備品) 3百万円

計 25百万円

※４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物 20百万円

機械装置及び運搬具 213百万円

その他(工具器具備品) 8百万円

計 242百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 31,447,550 110,000 ─ 31,557,550

　
(変動事由の概要)

普通株式の発行済株式総数の増加110,000株は新株引受権の行使によるものであります。

　

　２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 170,464 2,611,054 2,158,055 623,463

　
(変動事由の概要)

１　普通株式の自己株式の増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　　　市場での買付けによる増加　　　　　　　　　10,500株

　　　　ToSTNet-２による買付けによる増加　　　 2,600,000株

　　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　 554株

２　普通株式の自己株式の減少数の内訳は、次のとおりであります。

　　　　㈱横浜銀行への売却による減少　　　　　　 490,000株

　　　　日本生命保険相互会社への売却による減少　 200,000株

　　　　伯東㈱への売却による減少　　　　　　　　 500,000株

　　　　㈱テクノ菱和への売却による減少　　　　　 100,000株

　　　　新電元工業㈱への売却による減少　　　　　 468,000株

　　　　㈱ミツバへの売却による減少　　　　　　　 300,000株

　　　　ミマキ電子部品㈱への売却による減少　　　 100,000株

　　　　単元未満株式の売却による減少　　　　　　　　　55株

　３　配当に関する事項

　(１) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月27日
定時株主総会

普通株式 156 5 平成18年３月31日 平成18年６月28日

平成18年11月14日
取締役会

普通株式 122 4 平成18年９月30日 平成18年12月８日

　

　(２) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 123 4 平成19年３月31日 平成19年６月27日
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 31,557,550 20,000 ― 31,577,550

　
(変動事由の概要)

普通株式の発行済株式総数の増加 20,000株は新株引受権の行使によるものであります。

　

　２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 623,463 421 85 623,799

　
(変動事由の概要)

１　普通株式の自己株式の増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　 421株

２　普通株式の自己株式の減少数の内訳は、次のとおりであります。

　　　　単元未満株式の売却による減少　　　　　　　　　85株

　３　配当に関する事項

　(１) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月26日
定時株主総会

普通株式 123 4 平成19年３月31日 平成19年６月27日

平成19年11月13日
取締役会

普通株式 123 4 平成19年９月30日 平成19年12月10日

　

　(２) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 61 2 平成20年３月31日 平成20年６月25日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,417百万円

計 2,417百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △100百万円

現金及び現金同等物 2,317百万円
　

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,151百万円

計 2,151百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 100百万円

現金及び現金同等物 2,051百万円
　

　

(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置及び
運搬具

4,700 1,114 3,586

その他(工具
器具備品)

299 163 135

無形固定資産 21 12 9

合計 5,021 1,290 3,731

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置及び
運搬具

5,121 1,627 3,493

その他(工具
器具備品)

224 113 110

無形固定資産 15 6 9

合計 5,360 1,747 3,613

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 590百万円

１年超 3,216百万円

合計 3,806百万円

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 651百万円

１年超 3,067百万円

合計 3,718百万円

３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 703百万円

減価償却費相当額 619百万円

支払利息相当額 131百万円

３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 753百万円

減価償却費相当額 662百万円

支払利息相当額 127百万円

４　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

５　利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

５　利息相当額の算定方法

同左
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(有価証券関係)

　　　前連結会計年度

１　その他有価証券で時価のあるもの(平成19年３月31日)

　

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

①株式 1,141 1,943 801

②債券 ─ ─ ─

③その他 19 26 6

小計 1,161 1,969 808

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

①株式 664 618 △ 46

②債券 ─ ─ ─

③その他 ─ ─ ─

小計 664 618 △ 46

合計 1,825 2,587 762

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)

売却額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

1 0

　

　　　当連結会計年度

１　その他有価証券で時価のあるもの(平成20年３月31日)

　

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

①株式　　※1 718 1,135 416

②債券 ― ― ―

③その他 19 23 3

小計 738 1,158 419

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

①株式 830 473 △ 356

②債券 ― ― ―

③その他 ― ― ―

小計 830 473 △ 356

合計 1,568 1,632 63

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円)

27 21

　　　※1　その他有価証券で時価のある株式について、263百万円の減損処理を行なっております。
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(デリバティブ取引関係)

　　　前連結会計年度

　　　１　取引の状況に関する事項

(1) 取引の内容

通貨関連として為替予約取引を、金利関連として金利スワップ取引を利用しております。

(2) 取引に対する取組方針

為替取引を行う場合は、限度額を実需の範囲内に限定し実施することとしており、売買益を目的

とした投機的な取引は一切行わない方針であります。

(3) 取引の利用目的

為替予約取引は、外貨建による輸出入取引について、将来の為替相場の変動によるリスクの回避

を目的としております。 

　また金利スワップ取引は、一部の借入金に係る利息の支払について、金利変動リスクの回避を目

的としております。

(4) 取引に係るリスクの内容

為替予約取引は、為替相場の変動によるリスクを、金利スワップ取引は市場金利の変動にともな

うリスクをそれぞれ有しております。なお、実施するデリバティブ取引の契約先は、いずれも信用

度の高い国内の金融機関であるため、相手方の契約不履行に係る信用リスクは極めて少ないと認

識しております。

(5) 取引に係るリスク管理体制

リスク管理体制については、社内規程に基づき取引の実行及び管理は経理部が一括して行い、取

引内容の経過を担当役員に報告書を回付するとともに、適時に内部監査部門が監査し、内部牽制が

機能する体制を整えております。

 

　　　２　取引の時価等に関する事項

当社グループのデリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されているため記載事項はありませ

ん。
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　　　当連結会計年度

　　　１　取引の状況に関する事項

(1) 取引の内容

通貨関連として為替予約取引を、金利関連として金利スワップ取引を利用しております。

(2) 取引に対する取組方針

為替取引を行う場合は、限度額を実需の範囲内に限定し実施することとしており、売買益を目的

とした投機的な取引は一切行わない方針であります。

(3) 取引の利用目的

為替予約取引は、外貨建による輸出入取引について、将来の為替相場の変動によるリスクの回避

を目的としております。

　また金利スワップ取引は、一部の借入金に係る利息の支払について、金利変動リスクの回避を目

的としております。

(4) 取引に係るリスクの内容

為替予約取引は、為替相場の変動によるリスクを、金利スワップ取引は市場金利の変動にともな

うリスクをそれぞれ有しております。なお、実施するデリバティブ取引の契約先は、いずれも信用

度の高い国内の金融機関であるため、相手方の契約不履行に係る信用リスクは極めて少ないと認

識しております。

(5) 取引に係るリスク管理体制

リスク管理体制については、社内規程に基づき取引の実行及び管理は経理部が一括して行い、取

引内容の経過を担当役員に報告書を回付するとともに、適時に内部監査部門が監査し、内部牽制が

機能する体制を整えております。

 

　　　２　取引の時価等に関する事項

当社グループのデリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されているため記載事項はありませ

ん。
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(退職給付関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　　　当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けて

おります。また一部の海外子会社は、退職一時金制度

を設けております。

１　採用している退職給付制度の概要

　　　当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けて

おります。また一部の海外子会社は、退職一時金制度

を設けております。

２　退職給付債務に関する事項(平成19年３月31日)

(百万円)

イ　退職給付債務 △ 3,286

ロ　年金資産 1,514

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △ 1,771

ニ　未認識数理計算上の差異 108

ホ　連結貸借対照表計上額純額
　　(ハ＋ニ)

△ 1,663

へ　前払年金費用 ─

ト　退職給付引当金(ホ－ヘ) △ 1,663

２　退職給付債務に関する事項(平成20年３月31日)

(百万円)

イ　退職給付債務 △ 3,296

ロ　年金資産 1,882

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △ 1,413

ニ　未認識数理計算上の差異 234

ホ　連結貸借対照表計上額純額
　　(ハ＋ニ)

△ 1,179

へ　前払年金費用 ―

ト　退職給付引当金(ホ－ヘ) △ 1,179

(注)　一部の子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。

(注)　一部の子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。

３　退職給付費用に関する事項

　　(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

(百万円)

イ　勤務費用 171

ロ　利息費用 73

ハ　期待運用収益 △26

ニ　数理計算上の差異の処理額 39

ホ　退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ) 258

３　退職給付費用に関する事項

　　(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

(百万円)

イ　勤務費用 174

ロ　利息費用 74

ハ　期待運用収益 △ 58

ニ　数理計算上の差異の処理額 56

ホ　退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ) 246

(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、「イ　勤務費用」に計上しておりま

す。

(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、「イ　勤務費用」に計上しておりま

す。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の
　　期間配分方法

期間定額基準

ロ　割引率 2.5％

ハ　期待運用収益率 2.7％

ニ　数理計算上の
　　差異の処理年数

10年

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の
　　期間配分方法

期間定額基準

ロ　割引率 2.5％

ハ　期待運用収益率 3.9％

ニ　数理計算上の
　　差異の処理年数

10年
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至平成19年３月31日)

　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　(1)ストック・オプションの内容

平成13年ストック・オプション

決議年月日 平成13年６月26日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役  ７名
当社従業員　12名

株式の種類及び付与数 普通株式　540,000株

付与日 平成13年７月18日

権利確定条件

１．対象者は、新株引受権の行使時において、当社または当社の子会社もしく
　　は関係会社の取締役、相談役、顧問または従業員であることを要する。
２．前項にかかわらず、対象者が以下の各号に定める事項に該当する場合に
　　は、行使できるものとする。
　　　①対象者である取締役または監査役が任期満了により退任した場合。
　　　②対象者である従業員が定年退職した場合。
　　　③当社取締役会において特に行使を認めた場合。

対象勤務期間 ―

権利行使期間 平成15年７月１日～平成19年６月29日

　

平成17年ストック・オプション

決議年月日 平成17年６月28日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役  　４名
当社執行役員　５名
当社従業員　　12名

株式の種類及び付与数 普通株式　177,000株

付与日 平成17年７月20日

権利確定条件

１．対象者は、新株引受権の行使時において、当社または当社の子会社もしく
　　は関係会社の取締役、相談役、顧問または従業員であることを要する。
２．前項にかかわらず、対象者が以下の各号に定める事項に該当する場合に
　　は、行使できるものとする。
　　　①対象者である取締役または監査役が任期満了により退任した場合。
　　　②対象者である従業員が定年退職した場合。
　　　③当社取締役会において特に行使を認めた場合。

対象勤務期間 ―

権利行使期間 平成19年７月20日～平成23年７月19日

　

　(2)ストック・オプションの規模及びその変動状況

　　①ストック・オプションの数

平成13年
ストック・オプション

平成17年
ストック・オプション

権利確定後

　期首(株) 172,000 177,000 

　権利行使(株) 110,000 ―

　未行使残(株) 62,000 177,000 

　　②単価情報

平成13年
ストック・オプション

平成17年
ストック・オプション

権利行使価格　　(円) 248 814

行使時平均株価  (円) 867 ―

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至平成20年３月31日)

　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況
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　(1)ストック・オプションの内容

平成13年ストック・オプション

決議年月日 平成13年６月26日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役  ７名
当社従業員　12名

株式の種類及び付与数 普通株式　540,000株

付与日 平成13年７月18日

権利確定条件

１．対象者は、新株引受権の行使時において、当社または当社の子会社もしく
　　は関係会社の取締役、相談役、顧問または従業員であることを要する。
２．前項にかかわらず、対象者が以下の各号に定める事項に該当する場合に
　　は、行使できるものとする。
　　　①対象者である取締役または監査役が任期満了により退任した場合。
　　　②対象者である従業員が定年退職した場合。
　　　③当社取締役会において特に行使を認めた場合。

対象勤務期間 ―

権利行使期間 平成15年７月１日～平成19年６月29日

　

平成17年ストック・オプション

決議年月日 平成17年６月28日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役  　４名
当社執行役員　５名
当社従業員　　12名

株式の種類及び付与数 普通株式　177,000株

付与日 平成17年７月20日

権利確定条件

１．対象者は、新株引受権の行使時において、当社または当社の子会社もしく
　　は関係会社の取締役、相談役、顧問または従業員であることを要する。
２．前項にかかわらず、対象者が以下の各号に定める事項に該当する場合に
　　は、行使できるものとする。
　　　①対象者である取締役または監査役が任期満了により退任した場合。
　　　②対象者である従業員が定年退職した場合。
　　　③当社取締役会において特に行使を認めた場合。

対象勤務期間 ―

権利行使期間 平成19年７月20日～平成23年７月19日

　

　(2)ストック・オプションの規模及びその変動状況

　　①ストック・オプションの数

平成13年
ストック・オプション

平成17年
ストック・オプション

権利確定後

　期首(株) 62,000 177,000 

　権利行使(株) 20,000 ―

　未行使残(株) ― 177,000 

　失効(株) 42,000 ―

　　②単価情報

平成13年
ストック・オプション

平成17年
ストック・オプション

権利行使価格　　(円) 248 814

行使時平均株価  (円) 609 ―
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

賞与引当金 110百万円

繰越欠損 57  

投資に係る減税額 38  

退職給付引当金 639  

事業税 4  

その他 93  

繰延税金資産小計 944  

評価性引当額 △ 57  

繰延税金資産合計 887  

(繰延税金負債)

固定資産圧縮積立金 △ 9

その他有価証券評価差額金 △ 309

その他 △ 6

繰延税金負債合計 △ 325

繰延税金資産(負債)の純額 562

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

賞与引当金 104百万円

繰越欠損 1,254  

投資に係る減税額 32  

退職給付引当金 444  

事業税 1  

その他 70  

繰延税金資産小計 1,906  

評価性引当額 △ 70  

繰延税金資産合計 1,836  

(繰延税金負債)

固定資産圧縮積立金 △ 8  

その他有価証券評価差額金 △ 25  

その他 △ 6  

繰延税金負債合計 △ 40  

繰延税金資産(負債)の純額 1,795  

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等の永久差異 1.1

住民税均等割 0.9

子会社税率差異 △1.7

法人税の特別控除 △3.5

その他 △2.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.0％
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等の永久差異 △ 1.2

住民税均等割 △ 0.1

子会社税率差異 △ 1.0

その他 △ 0.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.7％
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

当社連結グループはパワー半導体の専業メーカーとして、SBD、FREDをはじめとするダイオード並

びにモジュール製品の製造、販売、開発に携わっており、その製品は情報および民生機器、自動車電装

品、各種産業機器等に幅広く使われています。

しかし、販売市場は多岐に亘るうえ、各市場で使用する製品は相互に類似、重複しております。また

製品の種類、性質、製造方法からみて、単一の事業区分と認識するほうが経営の実態を適切に反映で

きるものと考え、事業の種類別セグメント情報は単一といたしました。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

前連結会計年度と同様の理由により、事業の種類別セグメント情報は単一といたしました。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　
日本
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益
　(1) 外部顧客に対する売上高 30,483 6,228 36,712 ─ 36,712

　(2) セグメント間振替 6,070 5,712 11,783 (11,783) ―

計 36,554 11,941 48,495 (11,783)36,712

　　営業費用 33,529 11,861 45,391 (10,523)34,867

　　営業利益 3,024 80 3,104 (1,259) 1,845

Ⅱ　資産 36,199 4,323 40,522 (1,328) 39,193

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　　アジア…………台湾、フィリピン、シンガポール、中国

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社管理部門に係る費

用1,509百万円であります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金(現金及び有価証

券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等2,960百万円であります。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　
日本
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益
　(1) 外部顧客に対する売上高 31,778 6,717 38,496 ― 38,496

　(2) セグメント間振替 6,758 5,522 12,280 (12,280) ―

計 38,536 12,240 50,776 (12,280)38,496

　　営業費用 36,932 12,239 49,171 (11,023)38,148

　　営業利益 1,604 0 1,605 (1,257) 347

Ⅱ　資産 35,548 4,243 39,791 (2,543) 37,247

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　　アジア…………台湾、フィリピン、シンガポール、中国

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社管理部門に係る費

用1,525百万円であります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金(現金及び有価証

券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等2,021百万円であります。
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【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

北米 アジア ヨーロッパ 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 128 8,460 104 8,693

Ⅱ　連結売上高(百万円) 36,712

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

0.4 23.0 0.3 23.7

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

　(1) 北米……………米国、カナダ

　(2) アジア…………中国、韓国、シンガポール、台湾

　(3) ヨーロッパ……フィンランド、スウェーデン、英国

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

北米 アジア ヨーロッパ 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 245 9,379 197 9,821

Ⅱ　連結売上高(百万円) 38,496

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

0.6 24.4 0.5 25.5

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

　(1) 北米……………米国、カナダ

　(2) アジア…………中国、韓国、シンガポール、台湾

　(3) ヨーロッパ……チェコ、ドイツ、フィンランド

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　親会社及び法人主要株主等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容
取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他
の関係
会社

株式会社
京三製作所

神奈川
県
横浜市
鶴見区

6,270

鉄道信号保
安装置の製
造修理及び
販売

(所有)
直接　0.5

(被所有)
直接 20.4

兼任
３人

当社製品、
商品の販売
ならびに　
商品の購入

当社製品、
商品の販売

946
受取手形
及び
売掛金

238

関係会社の
製品購入

97
支払手形
及び
買掛金

7

(注)　上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。

　

(取引条件及び取引条件の決定方針等)

販売される製品、商品ならびに購入される商品については、すべて市場価格から算定した価格で 

取引を行っております。

　

２　役員及び個人主要株主等

該当事項はありません。

　

３　子会社等

該当事項はありません。

　

４　兄弟会社等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他
の関係
会社の
子会社

京三精機
株式会社

神奈川
県
横浜市
鶴見区

250
電気機器の
製造

─ なし
電気機器
部品の販
売

当社製品の
販売

0
受取手形
及び
売掛金

─

その他
の関係
会社の
子会社

京三興業
株式会社

神奈川
県
横浜市
鶴見区

11
事務用品、
事務機器の
販売

─ なし
事務消耗
品等の購
入

事務消耗品
等の購入

8
支払手形
及び
買掛金

5

(注)　上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。

　

(取引条件及び取引条件の決定方針等)

販売される製品ならびに購入品については、すべて市場価格から算定した価格で取引を行って 

おります。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　親会社及び法人主要株主等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容
取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他
の関係
会社

株式会社
京三製作所

神奈川
県
横浜市
鶴見区

6,270

鉄道信号保
安装置の製
造修理及び
販売

(所有)
直接　0.5

(被所有)
直接 20.4

兼任
４人

当社製品、
商品の販売
ならびに　
商品の購入

当社製品、
商品の販売

912
受取手形
及び
売掛金

93

関係会社の
製品購入

89
支払手形
及び
買掛金

5

(注)　上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。

　

(取引条件及び取引条件の決定方針等)

販売される製品、商品ならびに購入される商品については、すべて市場価格から算定した価格で

取引を行っております。

　

２　役員及び個人主要株主等

該当事項はありません。

　

３　子会社等

該当事項はありません。

　

４　兄弟会社等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他
の関係
会社の
子会社

京三精機
株式会社

神奈川
県
横浜市
鶴見区

250
電気機器の
製造

─ なし
電気機器
部品の販
売

当社製品の
販売

0
受取手形
及び
売掛金

 ―

その他
の関係
会社の
子会社

京三興業
株式会社

神奈川
県
横浜市
鶴見区

11
事務用品、
事務機器の
販売

─ 兼任１名
事務消耗
品等の購
入

事務消耗品
等の購入

2
支払手形
及び
買掛金

1

(注)　上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。

　

(取引条件及び取引条件の決定方針等)

販売される製品ならびに購入品については、すべて市場価格から算定した価格で取引を行って

おります。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 388.56円１株当たり純資産額 319.16円

１株当たり当期純利益金額 27.40円

　

１株当たり当期純損失金額 49.41円

　
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額
27.33円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額については、１株当たり当期純損失であ

るため記載しておりません。

― 円

　

　
(注)１．１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上　　　
　　　　の基礎は、以下のとおりであります。　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益金額又は
当期純損失金額

　当期純利益又は当期純損失(△) 834百万円 △ 1,529百万円

　普通株主に帰属しない金額 ─ 百万円 ― 百万円

　普通株式に係る当期純利益又は
　当期純損失(△)

834百万円 △ 1,529百万円

　普通株式の期中平均株式数 30,472,902株 30,949,987株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

　当期純利益調整額 ― 百万円 ― 百万円

　普通株式増加数 73千株  ― 千株

(うち新株引受権) (73千株) (― 千株)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益の算定に含めな
かった潜在株式の概要

自己株式取得方式によるストッ
クオプション

(株式の数　177千株)

自己株式取得方式によるストッ
クオプション

(株式の数　177千株)

(注)２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

当連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額 12,019百万円 9,879百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 ─ 百万円 ― 百万円

普通株式に係る期末の純資産額 12,019百万円 9,879百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられた期
末の普通株式の数

30,934千株 30,953千株

EDINET提出書類

日本インター株式会社(E01934)

有価証券報告書

 67/107



⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

当社 第８回無担保社債
平成19年
２月15日

2,000 2,0001.54無担保社債
平成24年
２月15日

〃 第10回無担保社債
平成19年
８月28日

― 1,6001.31無担保社債
平成22年
８月27日

〃 第７回無担保社債
平成18年
９月４日

1,800
1,400
(400)

1.42無担保社債
平成23年
８月31日

〃 第３回無担保社債
平成16年
９月30日

1,000 1,0001.09無担保社債
平成21年
９月30日

〃 第４回無担保社債
平成16年
９月30日

1,000 1,0001.09無担保社債
平成21年
９月30日

〃 第５回無担保社債
平成16年
９月30日

500 500 0.98無担保社債
平成21年
９月30日

〃 第９回無担保社債
平成19年
２月15日

500 500 1.54無担保社債
平成24年
２月15日

〃 第６回無担保社債
平成18年
８月11日

450
350
(100)

1.46無担保社債
平成23年
８月11日

インターユニット
株式会社

第１回無担保社債
平成19年
３月28日

350 350 1.23無担保社債
平成22年
３月26日

合計 ― ― 7,600
8,700
(500)

― ― ―

(注)１．当期末残高の( )内の金額は、１年内に償還が予定されている無担保社債です。

　　２．連結決算日以後５年内における償還予定額は以下のとおりです。

　
１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

500 3,350 2,100 2,750 ―

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 2,429 3,886 1.775 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 1,270 290 1.879 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

1,240 3,300 2.038
平成21年６月29日　　～
平成24年９月27日

合計 4,939 7,476 ― ―

(注) １　「平均利率」については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりで

あります。

　

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 440 2,140 670 50

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 ※1,3 1,893 1,513

　２　受取手形 ※2,4 1,918 1,329

　３　売掛金 ※２ 9,960 9,121

　４　商品 1,125 1,733

　５　製品 3,128 2,670

　６　原材料 1,524 1,283

　７　仕掛品 2,448 3,062

　８　貯蔵品 54 49

　９　前払費用 186 136

　10　繰延税金資産 126 115

　11　関係会社短期貸付金 972 905

　12　未収入金 ※２ 1,063 1,623

　13　リース資産立替金 327 ―

　14　その他 6 12

　　　貸倒引当金 △ 2 △ 6

　　　流動資産合計 24,73464.5 23,55164.1

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※１

　　(1) 建物 6,935 7,502

　　　　減価償却累計額 4,006 2,928 4,214 3,287

　　(2) 構築物 354 381

　　　　減価償却累計額 211 142 221 160

　　(3) 機械及び装置 12,555 12,973

　　　　減価償却累計額 9,088 3,467 9,675 3,298

　　(4) 車両及び運搬具 6 6

　　　　減価償却累計額 1 4 3 2

　　(5) 工具器具及び備品 2,017 2,064

　　　　減価償却累計額 1,621 396 1,747 316

　　(6) 土地 1,001 1,001

　　(7) 建設仮勘定 816 59

　　　有形固定資産合計 8,75522.8 8,12722.1
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　２　無形固定資産

　　(1) 借地権 7 7

　　(2) ソフトウエア 27 21

　　(3) その他 24 22

　　　無形固定資産合計 59 0.2 51 0.1

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 2,436 1,530

　　(2) 関係会社株式 1,554 1,505

　　(3) 関係会社出資金 67 67

　　(4) 従業員長期貸付金 0 0

　　(5) 関係会社長期貸付金 ─ 20

　　(6) 破産更正債権等 21 21

　　(7) 長期前払費用 87 7

　　(8) 繰延税金資産 318 1,560

　　(9) 敷金 122 120

　  (10) その他 127 139

　　　　貸倒引当金 △ 22 △ 24

　　　投資その他の資産合計 4,71412.3 4,94713.5

　　　固定資産合計 13,53035.3 13,12635.7

Ⅲ　繰延資産

　１　社債発行費 63 65

　　　繰延資産合計 63 0.2 65 0.2

　　　資産合計 38,328100.0 36,744100.0
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形 ※2,4 1,250 623

　２　買掛金 ※1,2 8,506 8,276

　３　短期借入金 ※1,3 1,622 3,350

　４　１年以内に返済予定の
　　　長期借入金

※１ 1,270 290

　５　１年以内償還社債 500 500

　６　未払金 1,738 133

　７　未払費用 305 354

　８　未払法人税等 18 10

　９　前受金 7 1

　10　預り金 23 25

　11　賞与引当金 259 246

　12　設備関係支払手形 463 37

　　　流動負債合計 15,96541.7 13,84837.7

Ⅱ　固定負債

　１　社債 6,750 7,850

　２　長期借入金 ※１ 1,240 3,300

　３　退職給付引当金 1,423 944

　４　投資損失引当金 ― 263

　５　その他 177 158

　　　固定負債合計 9,59125.0 12,51634.1

　　　負債合計 25,55666.7 26,36471.8
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 4,03910.5 4,04111.0

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 4,007 4,010

　　(2) その他資本剰余金 67 67

　　　　資本剰余金合計 4,07510.6 4,07711.1

　３　利益剰余金

　　(1) 利益準備金 333 333

　　(2) その他利益剰余金

　　　　技術研究積立金 13 13

　　　　固定資産圧縮積立金 13 12

　　　　別途積立金 3,600 4,000

　　　　繰越利益剰余金 753 △ 1,627

　　　　利益剰余金合計 4,71212.3 2,7317.4

　４　自己株式 △ 508△ 1.3 △ 509△ 1.4

　　　株主資本合計 12,31832.1 10,34128.1

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

452 1.2 37 0.1

　　　評価・換算差額等合計 452 1.2 37 0.1

　　　純資産合計 12,77133.3 10,37928.2

　　　負債純資産合計 38,328100.0 36,744100.0
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② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高

　１　商品売上高 15,276 17,891

　２　製品売上高 19,924 35,201100.0 19,383 37,275100.0

Ⅱ　売上原価

　１　商品期首たな卸高 984 1,125

　２　製品期首たな卸高 2,094 3,128

　３　当期商品仕入高 13,900 16,727

　４　当期製品製造原価 ※1,4 16,758 17,301

　　　合計 33,738 38,283

　５　他勘定振替高 ※２ 101 1,140

　６　商品期末たな卸高 1,125 1,733

　７　製品期末たな卸高 3,128 29,38283.5 2,670 32,73987.8

　　　売上総利益 5,81816.5 4,53512.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１

　１　荷造運送費 201 215

　２　広告宣伝費 16 16

　３　交際費 56 58

　４　旅費及び交通費 124 147

　５　通信費 37 41

　６　役員報酬 120 142

　７　給料 1,581 1,537

　８　賞与引当金繰入額 182 156

　９　退職給付費用 132 115

　10　役員退職慰労引当金
　　　繰入額

10 ―

　11　法定福利費 218 214

　12　厚生費 157 153

　13　賃借料 199 200

　14　地代家賃 75 74

　15　試作研究費 125 158

　16　租税課金 55 44

　17　事務用消耗品費 26 24

　18　減価償却費 196 313

　19　業務委託費 ※４ 285 286

　20　その他 437 4,24112.1 462 4,36411.7

　　　営業利益 1,5764.4 170 0.5
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　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 ※４ 22 39

　２　受取配当金 ※４ 33 40

　３　仕入割引 17 25

　４　設備賃貸料 ※４ 89 118

　５　受取損害賠償金 2 0

　６　その他 ※４ 54 219 0.6 39 263 0.7

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 70 104

　２　社債利息 57 116

　３　技術取得料償却 133 133

　４　為替差損 1 152

　５　たな卸資産廃棄損 229 493

　６　貸与資産減価償却費 67 97

　７　社債発行費償却 21 17

　８　その他 60 641 1.8 63 1,1783.2

　　　経常利益 1,1533.2 ─

　　　経常損失 ─ 743△ 2.0

Ⅵ　特別利益

　１　投資有価証券売却益 ─ 21

　２　前期損益修正益 15 ―

　３　貸倒引当金戻入益 0 15 0.0 ― 21 0.1

Ⅶ　特別損失

　１　たな卸資産廃棄損 ─ 1,173

　２　投資有価証券評価損 ─ 263

　３　投資損失引当金繰入額 ─ 263

　４　固定資産除却損 ※３ 25 25 0.1 239 1,9395.2

　　　税引前当期純利益 1,1443.1 ─

　　　税引前当期純損失 ─ 2,661△ 7.1

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

212 21

　　　法人税等調整額 232 445 1.3 △ 949 △ 927△ 2.4

　　　当期純利益 698 1.8 ─

　　　当期純損失 ─ 1,734△ 4.7
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製造原価明細書

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 10,72260.4 10,77458.2

Ⅱ　労務費 1,84410.4 1,87110.1

Ⅲ　経費

　　　外注加工費 2,436 2,415

　　　減価償却費 707 1,377

　　　その他 2,045 5,18929.2 2,060 5,85231.7

　　　当期総製造費用 17,756100.0 18,499100.0

　　　期首仕掛品棚卸高 1,616 2,448

合計 19,372 20,947

　　　他勘定振替高 ※１ 166 583

　　　期末仕掛品棚卸高 2,448 3,062

　　　当期製品製造原価 16,758 17,301

　

　(注)

前事業年度 当事業年度

原価計算の方法………実際組別工程別総合原価計算制度

を採用しております。

原価計算の方法………実際組別工程別総合原価計算制度

を採用しております。

※１　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

試作研究費 32百万円

たな卸資産廃棄損 133百万円

※１　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

試作研究費 49百万円

たな卸資産廃棄損 533百万円
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 4,025 3,994 0 3,994

事業年度中の変動額

　新株の発行 13 13 ─ 13

　固定資産圧縮積立金の取崩(注) ─ ─ ─ ─

　固定資産圧縮積立金の取崩 ─ ─ ─ ─

　別途積立金の積立(注) ─ ─ ─ ─

　剰余金の配当(注) ─ ─ ─ ─

　剰余金の配当 ─ ─ ─ ─

　役員賞与(注) ─ ─ ─ ─

　当期純利益 ─ ─ ─ ─

　自己株式の取得 ─ ─ ─ ─

　自己株式の処分 ─ ─ 67 67

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

─ ─ ─ ─

事業年度中の変動額合計(百万円) 13 13 67 80

平成19年３月31日残高(百万円) 4,039 4,007 67 4,075

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金

技術研究

積立金

固定資産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益

剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 333 13 14 2,700 1,264 △ 124 12,221

事業年度中の変動額

　新株の発行 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 27

　固定資産圧縮積立金の取崩(注) ─ ─ △ 0 ─ 0 ─ ─

　固定資産圧縮積立金の取崩 ─ ─ △ 0 ─ 0 ─ ─

　別途積立金の積立(注) ─ ─ ─ 900 △ 900 ─ ─

　剰余金の配当(注) ─ ─ ─ ─ △ 156 ─ △ 156

　剰余金の配当 ─ ─ ─ ─ △ 122 ─ △ 122

　役員賞与(注) ─ ─ ─ ─ △ 33 ─ △ 33

　当期純利益 ─ ─ ─ ─ 698 ─ 698

　自己株式の取得 ─ ─ ─ ─ ─ △ 2,146△ 2,146

　自己株式の処分 ─ ─ ─ ─ ─ 1,761 1,828

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

事業年度中の変動額合計(百万円) ─ ─ △ 1 900 △ 511 △ 384 97

平成19年３月31日残高(百万円) 333 13 13 3,600 753 △ 508 12,318
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評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 514 514 12,735

事業年度中の変動額

　新株の発行 ─ ─ 27

　固定資産圧縮積立金の取崩(注) ─ ─ ─

　固定資産圧縮積立金の取崩 ─ ─ ─

　別途積立金の積立(注) ─ ─ ─

　剰余金の配当(注) ─ ─ △ 156

　剰余金の配当 ─ ─ △ 122

　役員賞与(注) ─ ─ △ 33

　当期純利益 ─ ─ 698

　自己株式の取得 ─ ─ △ 2,146

　自己株式の処分 ─ ─ 1,828

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△ 61 △ 61 △ 61

事業年度中の変動額合計(百万円) △ 61 △ 61 35

平成19年３月31日残高(百万円) 452 452 12,771

(注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(百万円) 4,039 4,007 67 4,075

事業年度中の変動額

　新株の発行 2 2 ― 2

　固定資産圧縮積立金の取崩 ― ― ― ―

　別途積立金の積立 ― ― ― ―

　剰余金の配当 ― ― ― ―

　当期純損失 ― ― ― ―

　自己株式の取得 ― ― ― ―

　自己株式の処分 ― ― △ 0 △ 0

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(百万円) 2 2 △ 0 2

平成20年３月31日残高(百万円) 4,041 4,010 67 4,077

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金

技術研究

積立金

固定資産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益

剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 333 13 13 3,600 753 △ 508 12,318

事業年度中の変動額

　新株の発行 ― ― ― ― ― ― 4

　固定資産圧縮積立金の取崩 ― ― 　 △ 0 ― 0 ― ―

　別途積立金の積立 ― ― ― 400 △ 400 ― ―

　剰余金の配当 ― ― ― ― △ 247 ― △ 247

　当期純損失 ― ― ― ― △ 1,734 ― △ 1,734

　自己株式の取得 ― ― ― ― ― △ 0 △ 0

　自己株式の処分 ― ― ― ― ― 0 0

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― 　 △ 0 400 △ 2,380 △ 0 △ 1,976

平成20年３月31日残高(百万円) 333 13 12 4,000△ 1,627 △ 509 10,341
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評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 452 452 12,771

事業年度中の変動額

　新株の発行 ─ ─ 4

　固定資産圧縮積立金の取崩 ─ ─ ─

　別途積立金の積立 ─ ─ ─

　剰余金の配当 ─ ─ △ 247

　当期純損失 ─ ─ △ 1,734

　自己株式の取得 ─ ─ △ 0

　自己株式の処分 ─ ─ 0

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△ 415 △ 415 △ 415

事業年度中の変動額合計(百万円) △ 415 △ 415 △ 2,391

平成20年３月31日残高(百万円) 37 37 10,379
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重要な会計方針

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式

　総平均法による原価法

その他有価証券

　①　時価のあるもの

　　　　期末日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価

は総平均法により算定)

子会社株式

　同左

その他有価証券

　①　時価のあるもの

　　　　同左

　　　　

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

移動平均法による原価法 同左

３　固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産：

定率法によっております。なお、耐用年

数及び残存価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によって

おります。ただし、建物(建物付属設備

を含む)については、定額法によってお

ります。なお、取得価額10万円以上20万

円未満の少額減価償却資産について

は、法人税法の規定に基づく３年間均

等償却によっております。

有形固定資産：

　同左

無形固定資産：

定額法によっております。なお、耐用年

数については、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっております。た

だし、ソフトウエア(自社利用分)につ

いては、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用しておりま

す。

無形固定資産：

　同左

４　繰延資産の処理方法 株式交付費： 

支出時に全額費用として処理しており

ます。

株式交付費：

　同左

社債発行費： 

社債の償還までの期間にわたり定額法

により償却しております。

社債発行費：

　同左
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　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

５　引当金の計上基準 貸倒引当金：

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

貸倒引当金：

　同左

賞与引当金：

従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額に基づき計上

しております。

賞与引当金：

　同左

　──────

 

役員賞与引当金：

役員賞与の支出に備えて、当事業年度

における支給見込額に基づき計上する

ことにしております。

退職給付引当金：

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しており

ます。

数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10年)による定額

法により按分した額をそれぞれ発生事

業年度より費用処理しております。

退職給付引当金：

　同左

　──────

 

投資損失引当金：

関係会社への投資に係る損失に備える

ため、当該会社の財政状態を勘案して

必要額を計上しております。

６　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

同左

７　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方針

　為替予約が付されている外貨建金銭

債権債務等について、振当処理を

行っております。

　また、金利スワップ取引については、

すべて金利スワップの特例処理の要

件を満たしているため、特例処理を

採用しております。

(1) ヘッジ会計の方針

　　　同左　

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　(ヘッジ手段)　為替予約

金利スワップ

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　同左

　(ヘッジ対象) 外貨建金銭債権債務等

借入金利息
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　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(3) ヘッジ方針

　通貨関連では、為替予約の限度額を実

需の範囲内とし、ヘッジ手段をヘッ

ジ対象の範囲内で将来の為替相場の

変動によるリスクを回避する目的

で、また金利関連では、一部の借入金

に係る利息の支払について、金利変

動リスクを回避する目的で利用する

方針であります。

(3) ヘッジ方針

　　　同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重

要な条件が同一であり、かつヘッジ

開始時及びその後も継続して、為替

相場の変動及び金利の変動を完全に

相殺するものと想定することができ

るため、ヘッジの有効性の判定は省

略しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

　　　同左

８　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理：

消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理：

同左

　

会計方針の変更

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準第５号　平成17年12月９

日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日)を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は、12,771百

万円であります。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。

　

(繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い)

　当事業年度から、社債発行費の償却方法を３年間の年数

を基準とする方法から償還期間の月数を基準とする方法

に変更しております。

　この変更は、「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱

い」(企業会計基準委員会　平成18年８月11日実務対応報

告第19号)を適用しております。この結果、従来の方法に

よった場合に比べ、経常利益及び税引前当期純利益は17

百万円増加しております。

　

(有形固定資産の減価償却の方法)

　法人税の改正に伴い、当事業年度より、平成19年４月１

日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更しております。これ

により営業利益は58百万円減少し、経常損失及び税引前

当期純損失はそれぞれ60百万円増加しております。

　

(役員賞与引当金)

　当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」(企業

会計基準第４号　平成17年11月29日)を適用しておりま

す。なお、当社の役員賞与支給規定により、当事業年度末

における計上額はありません。
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追加情報

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(役員退職慰労引当金)

　当事業年度において、役員退職慰労金制度を廃止してお

ります。

　これに伴い制度廃止までの役員退職慰労引当金の残高

132百万円は、打切支給確定額として固定負債の「その

他」に計上しております。

(有形固定資産の減価償却の方法)

　法人税法改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した

資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により取得価格の５％に到達した事業年度の

翌事業年度より、取得価格の５％相当額と備忘価額との

差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて

計上しております。

　この結果、従来の方法に比べ営業利益は44百万円減少

し、経常損失及び税引前当期純損失はそれぞれ44百万円

増加しております。

 

(投資損失引当金)

　当事業年度より、投資損失引当金を計上しております。

この変更は、投資先である連結子会社の業績が今後回復

するものと判断しておりますが、健全性の観点から投資

損失引当金を計上するものであります。これにより税引

前当期純損失が263百万円増加しております
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

※１　担保に供している資産及び担保付債務は下記のと

おりであります。

※１　担保に供している資産及び担保付債務は下記のと

おりであります。

科目
金額
(百万円)

被担保債務
(百万円)

質権 定期預金 100
買掛金

1,346

工場
財団

土地 78

建物 198
長期借入金

500

構築物 5
１年以内に返
済予定の長期
借入金

250機械及び装置 71

工具器具及び備品 1

合計 455 ―

科目
金額
(百万円)

被担保債務
(百万円)

質権 定期預金 100
買掛金

2,119

工場
財団

土地 78

建物 179

長期借入金
970

短期借入金
840

構築物 4

機械及び装置 53

工具器具及び備品 1

合計 417 ―

※２　関係会社にかかわる注記

　　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれる関係会

社に対するものは次のとおりであります。

受取手形 152百万円

売掛金 1,136百万円

未収入金 503百万円

支払手形 182百万円

買掛金 525百万円

※２　関係会社にかかわる注記

　　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれる関係会

社に対するものは次のとおりであります。

受取手形 ―

売掛金 1,396百万円

未収入金 695百万円

支払手形 208百万円

買掛金 458百万円

※３　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため当座貸

越契約及び貸出コミットメント契約を締結してお

ります。当事業年度末における当座貸越契約及び

貸出コミットメントに係る借入金未実行残高等は

次のとおりであります。

　当座貸越極度額及び
　貸出コミットメントの総額

4,100百万円

　借入実行残高 1,150百万円

　差引額 2,950百万円

※３　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため当座貸

越契約及び貸出コミットメント契約を締結してお

ります。当事業年度末における当座貸越契約及び

貸出コミットメントに係る借入金未実行残高等は

次のとおりであります。

　当座貸越極度額及び
　貸出コミットメントの総額

4,600百万円

　借入実行残高 2,950百万円

　差引額 1,650百万円

※４　期末日満期手形の処理

　　期末日満期手形の会計処理については、満期　

　日に決済が行われたものとして処理しておりま　

　す。なお、当事業年度末日が金融機関の休日で　

　あったため、次の期末日満期手形が、当事業年

　度末残高から除かれております。　　

　　　　　受取手形　　318百万円

　　　　　支払手形　　340百万円

※４　　　　　　　──────
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　研究開発費の総額

　　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

1,109百万円

※１　研究開発費の総額

　　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

1,183百万円

※２　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

振替勘定
商品
(百万円)

製品
(百万円)

合計
(百万円)

たな卸資産廃棄損 31 37 69

試作研究費 0 31 31

材料費 0 ─ 0

合計 31 69 101

　

※２　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

振替勘定
商品
(百万円)

製品
(百万円)

合計
(百万円)

たな卸資産廃棄損 173 917 1,091

試作研究費 ― 40 40

材料費 0 ― 0

その他 1 6 7

合計 175 964 1,140

　
※３　固定資産除却損の内訳は建物及び構築物４百万円、

機械装置17百万円、車両運搬具０百万円及び工具

器具備品３百万円であります。

※３　固定資産除却損の内訳は建物及び構築物19百万円、

機械装置211百万円及び工具器具備品８百万円で

あります。

※４　関係会社にかかわる注記

　　　関係会社との取引により発生したものは次のとおり

であります。

　　　(当期製品製造原価)

材料等仕入高 7,164百万円

※４　関係会社にかかわる注記

　　　関係会社との取引により発生したものは次のとおり

であります。

　　　(当期製品製造原価)

材料等仕入高 6,864百万円

　　　(営業外収益)

受取利息 20百万円

受取配当金 15百万円

冶工具売却益 ５百万円

設備賃貸料 89百万円

　　　(販売費及び一般管理費)

業務委託費 ６百万円

　　　(営業外収益)

受取利息 37百万円

冶工具売却益 ２百万円

設備賃貸料 118百万円

(販売費及び一般管理費)

業務委託費 24百万円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 170,464 2,611,054 2,158,055 623,463

　

(変動事由の概要)

１　普通株式の自己株式の増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　　　市場での買付による増加　　　　　　　　　　10,500株

　　　　ToSTNet-2による買い付けによる増加　　　2,600,000株

　　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　         554株

２　普通株式の自己株式の減少数の内訳は、次のとおりであります。

　　　　㈱横浜銀行への売却による減少　　　　　　 490,000株

　　　　日本生命保険相互会社への売却による減少　 200,000株

　　　　伯東㈱への売却による減少　　　           500,000株

　　　　㈱テクノ菱和への売却による減少　　　     100,000株

　　　　新電元工業㈱への売却による減少　　　     468,000株

　　　　㈱ミツバへの売却による減少　　           300,000株

　　　　ミマキ電子部品㈱への売却による減少　　   100,000株

　　　　単元未満株式の売却による減少　　　            55株

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 623,463 421 85 623,799

　

(変動事由の概要)

１　普通株式の自己株式の増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　         421株

２　普通株式の自己株式の減少数の内訳は、次のとおりであります。

　　　　単元未満株式の売却による減少　　　            85株
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

　１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

　１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械及び装置 4,696 1,112 3,583

車両運搬具 4 1 3

工具・器具・
備品

210 132 77

建物付属設備 70 22 47

無形固定資産 21 12 9

合計 5,002 1,281 3,721

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械及び装置 5,116 1,624 3,491

車両運搬具 4 2
 

2

工具・器具・
備品

131 68 63

建物付属設備 70 31 38

無形固定資産 15 6 9

合計 5,338 1,733 3,604

　２　未経過リース料期末残高相当額額

１年内 586百万円

１年超 3,210百万円

合計 3,796百万円

　２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 647百万円

１年超 3,062百万円

合計 3,709百万円

　３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 669百万円

減価償却費相当額 615百万円

支払利息相当額 130百万円

　３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 749百万円

減価償却費相当額 657百万円

支払利息相当額 126百万円

　４　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

　４　減価償却費相当額の算定方法

　　　同左

　５　利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当分とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

　５　利息相当額の算定方法

　　　同左

　

(有価証券関係)

前事業年度(平成18年４月１日　至平成19年３月31日)及び当事業年度(平成19年４月１日　至平成20

年３月31日)における子会社株式で時価のあるものはありません。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

賞与引当金 105百万円

事業税 4  

未払費用 14  

退職給付引当金 578  

貸倒引当金 4  

その他 56  

繰延税金資産合計 763  

(繰延税金負債)

固定資産圧縮積立金 △ ９  

その他有価証券評価差額金 △ 309  

繰延税金負債合計 △ 318  

繰延税金資産(負債)の純額 445  

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

賞与引当金 99百万円

事業税  １  

未払費用 13  

退職給付引当金 383  

貸倒引当金 ５  

繰越欠損  1,160  

その他 45  

繰延税金資産合計 1,710  

(繰延税金負債)

固定資産圧縮積立金 △ ８  

その他有価証券評価差額金 △ 25  

繰延税金負債合計 △ 34  

繰延税金資産(負債)の純額 1,675  

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等の永久差異 2.0

住民税均等割 1.0

法人税の特別控除 △2.9

その他 △1.8

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.9％
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等の永久差異 △ 1.1

住民税均等割 △ 0.5

投資損失引当金繰入額 △ 4.0

その他 △ 0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.9％
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 412.85円１株当たり純資産額 335.31円

１株当たり当期純利益 22.93円

　

１株当たり当期純損失  56.03円

　
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 22.87円潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額については、１株当たり当期純損失であ

るため記載しておりません。

― 円

　

　

(注)１.　１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の
　　　　　 算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前事業年度 当事業年度

(自　平成18年４月１日 (自　平成19年４月１日
　　至　平成19年３月31日) 　　至　平成20年３月31日)

 １株当たり当期純利益金額又は
 当期純損失金額

　　当期純利益又は当期純損失(△) 698百万円 △ 1,734百万円

　　普通株主に帰属しない金額 ― 千円  ― 百万円

　　普通株式に係る当期純利益又は
　　当期純損失(△) 698百万円 △ 1,734百万円

　　普通株式の期中平均株式数 30,472,902株 30,949,987株

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

　　当期純利益調整額 ― 百万円 ― 百万円

　　普通株式増加数 73千株  ― 千株

　　(うち新株引受権) (73千株) (─ 千株)

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
 １株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要

 自己株式取得方式によるストッ
 クオプション
          (株式の数　177千株)

 自己株式取得方式によるストッ
 クオプション
          (株式の数　177千株)

(注)２.　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前事業年度
平成19年３月31日

当事業年度
平成20年３月31日

 純資産の部の合計額 12,771百万円 10,379百万円

 純資産の部の合計額から控除する金額 ― 百万円 ― 百万円

 普通株式に係る期末の純資産額 12,771百万円 10,379百万円

 １株当たり純資産額の算定に用いられた期末
 の普通株式の数

30,934千株 30,953千株
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

その他有価証券

㈱横浜銀行 717,884 486

台灣半導體股?有限公司 1,650,000 214

伯東㈱ 235,500 214

新電元工業㈱ 703,000 137

㈱ミツバ 268,000 115

京セラ㈱ 10,500 87

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル
・グループ

92,000 79

㈱テクノ菱和 82,000 40

㈱三井住友フィナンシャルグ
ループ

38 25

新光証券㈱ 70,523 20

三菱電機㈱　他　11銘柄 162,124 87

計 3,991,569 1,507

　

【その他】

　

種類及び銘柄 投資口数等 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

その他有価証券

(投資信託受益証券)
証券投資信託受益証券
(１銘柄)

2,170 23

計 2,170 23
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産

　建物 6,935 632 65 7,502 4,214 253 3,287

　構築物 354 27 ― 381 221 9 160

　機械及び装置 12,5551,061 643 12,973 9,675 1,192 3,298

　車両及び運搬具 6 0 ― 6 3 1 2

　工具器具及び備品 2,017 249 203 2,064 1,747 320 316

　土地 1,001 ― ― 1,001 ― ― 1,001

　建設仮勘定 816 1,602 2,358 59 ― ― 59

有形固定資産計 23,6853,574 3,27023,989 15,8621,776 8,127

無形固定資産

　借地権 ─ ― ― 7 ― ― 7

　ソフトウェア ─ ─ ─ 38 16 9 21

　その他 ─ ― ― 40 17 1 22

無形固定資産計 ─ ─ ― 86 34 11 51

長期前払費用 87 ― 79 7 ― ─ 7

繰延資産

　社債発行費 68 20 ― 88 23 17 65

繰延資産計 68 20 ― 88 23 17 65

　
(注) １　当期増加額の主なもの

　　　建物　　　　　　　　　つくば事業所設備投資　　　　　　　　　　　　　　　　 621百万円

　　　機械及び装置　　　　　８インチウエハ生産設備　　　　　　　　　　　　　　　 608百万円

　　　　　　　　　　　　　　５インチウエハ生産設備　　　　　　　　　　　　　　 　162百万円

　　　工具器具及び備品　　　モールド及び成型金型　　　　　　　　　　　 　　　　　151百万円

　　　建設仮勘定　　　　　　つくば事業所設備投資　　　　　　　　　　　 　　　　1,021百万円

　

２　当期減少額の主なもの

　　　機械及び装置　　　　　ダイオード生産設備　　　　　　　　　　　 　　　　　　603百万円

　　　建設仮勘定　　　　　　有形固定資産内の振替　　　　　　　　　　　 　　　　1,971百万円
　
３　無形固定資産の金額は資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び

「当期減少額」の記載を省略しております。
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 24 7 0 0 30

賞与引当金 259 246 259 ― 246

投資損失引当金 ─ 263 ― ― 263

(注)　１ 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

(a) 流動資産

(イ)現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 3

預金の種類

当座預金 1,186

普通預金 33

定期預金 100

別段預金 7

外貨建普通預金 182

小計 1,510

合計 1,513

　

(ロ)受取手形

　　　　１　相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

大洋電子部品㈱ 109

飯田通商㈱ 97

光洋電子工業㈱ 62

㈱住友金属マイクロデバイス 48

ユニレックス㈱ 46

その他 965

計 1,329

　

　　　　２　期日別内訳

　

期日 金額(百万円)

平成20年４月 377

　　　　５月 291

　　　　６月 294

　　　　７月 239

　　　　８月 111

　　　　９月以降 14

計 1,329
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(ハ)売掛金

　　　　１　相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

香港英達電子有限公司 1,010

奥村遊機㈱ 536

太平洋工業㈱ 307

松下電器産業㈱ 277

㈱沖電気工業 191

その他 6,798

計 9,121

　

　　　　２　回収及び滞留状況

　
前期末残高
(百万円)
(Ａ)

当期中発生高
(百万円)
(Ｂ)

当期中回収高
(百万円)
(Ｃ)

当期末残高
(百万円)
(Ｄ)

回収率
(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)
滞留日数(日)

9,960 38,694 39,533 9,121 81.3 90

　
(注)　・滞留日数は

(Ａ)+(Ｄ)
÷
(Ｂ)

にて算出しました。
２ 366

　　　・消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記当期発生高には消費税等が含まれています。

　

(ニ)たな卸資産

　　　　１　商品

　

品名 金額(百万円)

オプト 1,121

IC 371

発振子 136

システム部品 43

その他 59

計 1,733

　

　　　　２　製品

　

品名 金額(百万円)

半導体素子製品 2,240

半導体応用製品 430

計 2,670
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　　　　３　原材料

　

品名 金額(百万円)

半導体素子製品用部品 1,024

半導体応用製品用部品 259

計 1,283

　

　　　　４　仕掛品

　

品名 金額(百万円)

半導体素子製品 2,889

半導体応用製品 173

計 3,062

　

　　　　５　貯蔵品

　

品名 金額(百万円)

製造用材料 14

研究用材料 26

その他 7

計 49

　

(ホ)関係会社短期貸付金

　

相手先 金額(百万円)

洲際電子股?有限公司 600

フィリピンインターエレクトロニクス社 305

計 905
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(b) 固定資産

　　　　投資その他の資産

(イ)関係会社株式

　

銘柄 金額(百万円)

(子会社株式)

洲際電子股?有限公司 680

フィリピンインターエレクトロニクス社 659

インターユニット㈱ 50

インターエレクトロニクスシンガポール社 11

香港英達電子有限公司 1

(関係会社株式)

㈱京三製作所 101

計 1,505

　

(ロ)関係会社出資金

　

相手先 金額(百万円)

日英電子(上海)有限公司 67

計 67

　

(ハ)長期前払費用

　

項目 金額(百万円)

建設協力保証金 4

火災保険料 3

計 7

　

(ニ)関係会社長期貸付金

　

相手先 金額(百万円)

 フィリピンインターエレクトロニクス社 20

計 20
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(ホ)敷金

　

項目 金額(百万円)

支社・支店・営業所 105

社宅・寮 14

その他 0

計 120

　

(へ)その他

　

項目 金額(百万円)

配送センター建設協力金 51

生存保証重点型年金 44

ゴルフ会員権 31

企業年金保険 8

その他 3

計 139
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(c) 流動負債

(イ)支払手形

　　　　１　相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

インターユニット㈱ 208

㈱長田電材工業 130

㈱村上開明堂 51

住友金属鉱山㈱ 48

日本データシステム㈱ 24

その他 159

計 623

　

　　　　２　期日別内訳

　

期別 平成20年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 計

金額(百万円) 172 155 142 117 35 623

　

(ロ)買掛金

　

相手先 金額(百万円)

シャープ㈱ 2,119

京セラ㈱ 1,295

信越アステック㈱ 450

ノーリツエレクトロニクステクノロジー㈱ 401

ＮＥＣパーソナルプロダクツ㈱ 353

洲際電子股?有限公司 335

ＳＵＭＣＯＴＥＣＨＸＩＶ㈱ 322

その他 2,998

計 8,276

　

(ハ)短期借入金

　

相手先 金額(百万円)

横浜銀行秦野支店 2,070

三井住友銀行厚木支店 690

三菱東京UFJ銀行五反田支店 490

みずほコーポレート銀行横浜営業部 100

計 3,350
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(ニ)１年以内に返済予定の長期借入金

　

相手先 金額(百万円)

日本生命保険相互会社 190

三菱東京ＵＦＪ銀行五反田支店 100

計 290

　

(ホ)１年以内償還社債

　

項目 金額(百万円)

第７回無担保社債 400

第６回無担保社債 100

計 500

　

(ヘ)未払費用

　

項目 金額(百万円)

期末諸経費 94

給料賃金 76

社会保険料 54

販売手数料 28

その他 101

計 354

　

(ト)設備関係支払手形

　　　　１　相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

アプリシアテクノロジー㈱ 16

都築電気㈱ 7

東京エレクトロン㈱ 5

㈱大塚商会 3

㈱テセック 2

その他 2

計 37

　

　　　　２　期日別内訳

　

期別 平成20年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 計

金額(百万円) 23 3 7 ― 3 37
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(d) 固定負債

(イ)社債

　

区分 金額(百万円)

第８回無担保社債 2,000

第10回無担保社債 1,600

第３回無担保社債 1,000

第４回無担保社債 1,000

第７回無担保社債 1,000

第５回無担保社債 500

第９回無担保社債 500

第６回無担保社債 250

計 7,850

(注)　発行年月、利率等については、「第５経理の状況」「１連結財務諸表等」「(1)連結財務諸表」「⑤連結附属明細

表」の「社債明細表」に記載しております。

　

(ロ)長期借入金

　

相手先 金額(百万円)

三菱東京UFJ銀行五反田支店 1,850

日本生命保険相互会社 950

三井住友銀行厚木支店 500

計 3,300

　

(ハ)退職給付引当金

　

区分 金額(百万円)

退職給付債務 3,031

未認識過去勤務債務 ―

未認識数理計算上の差異 △ 234

年金資産 △ 1,852

計 944

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 10,000株券、1,000株券、500株券、100株券、100株未満株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

　　取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店
野村證券株式会社　本店・全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 新券１枚につき50円

単元未満株式の買取り・
売渡し

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

　　取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店
野村證券株式会社　本店・全国各支店

　　買取・売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。
http://www.niec.co.jp

株主に対する特典 なし

(注)　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

会社法第189条第２項各号に掲げる権利

取得請求権付株式の取得を請求する権利

募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利

単元未満株式の買増しを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1)
 

有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第56期)

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

平成19年６月27日
関東財務局長に提出。

(2)
 

有価証券報告書の
訂正報告書

(第56期)
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

平成19年８月21日
関東財務局長に提出。

(3)
 

有価証券報告書の
訂正報告書

(第56期)
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

平成19年10月９日
関東財務局長に提出。

(4) 半期報告書 (第57期中) 自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日

平成19年12月19日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月26日

日本インター株式会社

取締役会　御中

海南監査法人

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　川　　上　　亮　　一　　㊞

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　斎　　藤　　　　　勝　　㊞

　

業務執行社員 公認会計士　　髙　　島　　雅　　之　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本インター株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び

連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、日本インター株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形

で別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月25日

日本インター株式会社

取締役会　御中

海南監査法人

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　川　　上　　亮　　一　　㊞

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　斎　　藤　　　　　勝　　㊞

　

業務執行社員 公認会計士　　髙　　島　　雅　　之　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日本インター株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、日本インター株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

　

追記情報

　　１．会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より改正後の法人税法に基

　　　づく減価償却の方法に変更している。

　２．会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より「役員賞与に関する会

　　　計基準」を適用している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形

で別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月26日

日本インター株式会社

取締役会　御中

海南監査法人

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　川　　上　　亮　　一　　㊞

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　斎　　藤　　　　　勝　　㊞

　

業務執行社員 公認会計士　　髙　　島　　雅　　之　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本インター株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第56期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本インター株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別

途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月25日

日本インター株式会社

取締役会　御中

海南監査法人

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　川　　上　　亮　　一　　㊞

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　斎　　藤　　　　　勝　　㊞

　

業務執行社員 公認会計士　　髙　　島　　雅　　之　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日本インター株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第57期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本インター株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　　１．会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より改正後の法人税法に基づく

　　　減価償却の方法に変更している。

　２．会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より「役員賞与に関する会計基

　　　準」を適用している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別

途保管しております。
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